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　「科学技術動向」誌が今年の 7月で 100 号発行を迎えられるとのこと、長年にわ
たるご努力に敬意と祝意を申し上げます。
　世界は、未曾有の経済危機、新型インフルエンザの脅威、気候温暖化等、深刻
な地球規模課題に直面しています。一方、低炭素社会の実現に向けた環境と経済
の両立、長寿健康社会の実現等、非常に難しい国民的課題が立ちはだかっていま
す。これらの課題を克服するためには、その場しのぎの方策ではなく、長期的な
ビジョンを持った取り組みが不可欠であります。しかも、危機的状況だからこそ、
科学技術に期待せざるをえない、との認識が高まってきました。科学技術立国を
標榜する我が国の科学技術政策は、こうした期待に十分に応えなければならない
と考えております。
　総合科学技術会議は、日本の科学技術政策の司令塔として、科学技術基本計画
に基づいて各省が具体的な施策を行うという科学技術行政体制全体を俯瞰しつ
つ、戦略的・機動的な政策展開を行っております。もっとも留意すべきは、政策
立案を支える客観性・透明性などをいかに維持・強化するかであります。特に、
世界の変化がこれまでに経験したこともないほど劇的・急激な時代を迎え、世界
の大きな流れを的確に認識しておくことは基本であると言わざるをえません。こ
うした観点からも、国内外における先端的な研究開発および科学技術政策の動向
などを迅速かつ正確に把握することが従来以上に重要になっております。
　科学技術動向研究センターは、科学技術動向の調査・分析機能を充実・強化す
ることを目的として、さまざまな活動を行っておりますが、「科学技術動向」誌の
発行は、その中心的なものと言えるでしょう。科学技術政策に資するような情報
の収集・分析などを、幅広い目でかつ公平な立場で行い、その成果を広く情報発
信する、という本誌の一貫した主旨は非常にユニークであります。また、非常に
高い水準を維持していると認識しております。研究者・技術者・マネージメント
を行う方々には、分野の壁を越えて新しいイノベーションを生むための議論の参
考として、今後も大いに役立てていただくことを願っております。
　「科学技術動向」誌の発行は、100 号という大きな節目を迎えましたが、その役
割は今後、より一層高まるものと思われます。今後益々の発展を祈念して、お祝
いの言葉とさせていただきます。
平成 21 年７月　　　　　　総合科学技術会議議員　　相澤　益男　
「科学技術動向」誌100 号発行にあたってのお祝い
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このたび、「科学技術動向」は 100 号を迎えることができました
　「科学技術動向」は、科学技術動向研究センターの情報発信手段の一つとして、
2001 年 4 月以来、毎月、編集・発行を行ってきました。読者対象としては一貫
して、意識レベルの高い科学技術関係者の方々、すなわち、科学技術全般に関
して広く興味を示し、また科学技術政策にも関心をお持ちの方々を想定し、その
ような方々に分かりやすく読んでいただけるものを目指してきました。100 号ま
で継続できたのは、本誌発行の意義を理解し賛同していただける意識の高い読者
の皆様の継続的なご支持があったからこそと考えております。
　「トピックス」では最近の科学技術および政策から注目される話題をとりあげ、
また、「レポート」では各国の動向や今後の方向性などを加えてさらに詳しく論
じています。これらは、科学技術動向研究センターの多くの分野のスタッフが学
際的な討議を重ねた上で執筆しています。「レポート」については、季刊の英語
版の形で海外への情報発信も行っています。
　科学技術動向研究センターは、約 2000 名の産学官から成る科学技術人材のネッ
トワークを持ち、科学技術政策において重要な情報あるいは意見の収集を行い、
また科学技術予測に関する活動も続けております。今後とも、科学技術動向研究
センターの活動に有効なご意見を読者の皆様からお寄せいただけることを期待し
ております。
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概　要
論文誌の電子ジャーナルをめぐる最近の動き
　インターネットの登場によって論文誌の電子ジャーナル化が進み、研究者は早く広く
様々なルートを通って論文単位で研究情報にアクセスできるようになった。さらにweb
ベースのコミュニケーションに基づいた様々な研究情報流通手段も展開されているが、
2009 年現在では研究業績を確定させるには依然として定評のある論文誌への掲載が行わ
れ、昇進や研究費獲得は、それらの論文で構成される業績リストに基づいていることが
多い。
　論文誌の電子ジャーナル化によって、瞬時に研究情報が世界中に流通し比較できるよ
うになった結果、剽窃や二重投稿などの不正行為が容易に発覚し、その対応策も練られ
ている。また、論文単位だけでなく、研究者や機関単位での研究情報流通を把握するこ
とも可能となってきている。しかし、論文のような識別子（ID）の整備が進んでいなかっ
たために、著者や機関を同定する試みは、引用データベース事業などから行われ始め、
結果的に各研究者の ID を設置する動きに繋がっている。
　一方、電子ジャーナルへの障壁なきアクセスを実現するオープンアクセス活動につい
ては現在も様々な試みと活発な議論が行われている。インターネットによって研究情報
の透明性が格段に向上し、また、公的資金で行われた研究から生まれた情報に対する社
会説明責任も問われるようになって、研究者のモラリティは一層問われるようになった。
研究者が研究費申請の段階から電子ジャーナル等を通して研究成果を報告し、その論文
がどう評価されたかを知る過程までを統合して把握できることが重要である。特に、研
究者識別子（ID）に基づく研究助成と成果の紐付けが必要となるが、現在様々なデータベー
スが共存していることがその障壁となっている。助成から成果報告までのメタデータの
統一プロトコルを策定し、あるいは生データを提供することで、誰がどの研究費をもらい、
成果はどこに報告され、それらはどのようなインパクトを与えたかを、必要に応じて横
断的に調査できるような環境にすることが望ましいと考える。
研究費助成の周辺環境図
科学技術動向研究センターにて作成
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AAAS 科学技術政策年次フォーラム（2009）報告
　2009 年 4 月 30 日から 5 月1 日にかけて、全米科学振興協会（AAAS）の年次フォーラムが、
米国首都ワシントン DC で開催された。本フォーラムは、主に米国を中心とする科学・工学・高
等教育機関等のコミュニティが最新の政策課題や科学技術に関する国家予算等の概要を知り、
科学技術関係者間の議論の活性化や問題提起を行うことを目的に毎年開催されている。今回で
34 回目を迎えたが、開催史上初めて 600 名を超える参加があり、オバマ政権の科学技術政策
に対する高い関心が窺われた。
　今回のフォーラムでは「世界的経済不況下における科学技術の役割」、「米国 GDP の 3％以
上に当たる科学技術への巨額の増資とその適切な使い道」、「科学と既存メディアの現状と未来」
などの内容について議論が交わされた。初日に次年度研究開発予算とその政治的背景の分析
が行われ、2 日目に科学技術が現在の世界経済下でどのような役割を果たすべきかというマク
ロな問題がディスカッションされた。
　基調講演者は、オバマ政権下で科学技術担当大統領補佐官という要職にあり、同時に大統
領府科学技術政策局長も務めているJohn P. Holdren 氏である。彼は AAAS の前理事会議長
であった。今回はオバマ政権になって初めてのフォーラムであることから、大統領の科学技術
政策に大きな影響力を持っている同氏の講演には特に注目が集まった。講演では、オバマ大
統領が科学技術の発展を、経済危機を克服するための大きな柱の一つと考えており、大いにリー
ダーシップを発揮していることが強調された。大統領の示す科学イノベーション計画では、米
国の研究開発投資を GDP 比 2.66% から 3% 以上に増加させる方針が出されており、これは
1964 年の宇宙開発競争時代の GDP 比 2.9% を凌ぐ規模である。各科学技術関連省庁への予
算も増額されている。この計画のなかでは、特に基礎科学と応用研究の両方の強化、クリ ンー
エネルギーを活用した経済の実現に向けたイノベーション、ヘルスケア制度の改善、数学・科学
教育の強化などに対して重点的に予算配分を行う方針も示されている。
　本フォーラムでは、その他に、「世界経済の課題と科学技術の役割」「科学ジャーナリズムの
未来」などのテーマでパネルディスカッションが行われた。また、世界的な気候変動問題がもた
らす現在の化石燃料の使用により深刻化すると予想される「人の健康状態への影響」に関する
パネルが開催された。このパネル以外でも気候変動問題に関する発言は多くの講演に見られ、
米国においては、これまでの環境政策の方向性を180 度転換し、環境問題へ積極的に取り組
む姿勢も随所に窺われた。
米国の 2009 年度予算分配表（景気刺激策含む）
出典：Albert H.Teich 氏講演スライド
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トピックス1　国内患者由来のインフルエンザウイルスA（H1N1）遺伝子配列の解読
　2009年春から流行のインフルエンザA（H1N1）の日本での感染者は、兵庫県と大阪府に集中した。独
立行政法人製品評価技術基盤機構と国立感染症研究所は、両府県で分離されたウイルス9株（兵庫県5株、
大阪府 4株）の全遺伝子塩基配列の解読を行った。両府県での感染はほぼ同じウイルスに由来し、また、
抗インフルエンザ薬のタミフルおよびリレンザへの耐性を生じる遺伝子変異を持たないことがわかった。一
方、成田空港で検出された海外帰国感染者からのウイルス株は、初期のメキシコや米国南部から広がった
系統であり、兵庫・大阪の 9株とは異なることがわかった。両機関は今後も世界保健機構と連携して、ウ
イルスの遺伝子変化を注意深く監視する。
　2009 年春から流行の新型インフルエンザA（H1N1）
は 4月にメキシコで発生が確認されてから、瞬くうち
に世界中に広がった。世界保健機構（WHO）は、
2009 年 6月11日に世界的大流行であると宣言し、そ
の後も感染者は増加している。2009 年 7月1日現在、
世界120カ国で 7 万 7,201例（確定例）が報告されて
おり、米国（27,717例）、メキシコ（8,680 例）、カナダ
（7,983 例）、英国（6,538 例）、およびオーストラリア
（4,090 例）に感染者が集中している。
　我が国においては新型インフルエンザの感染確定者
数は、2009 年 7月3日現在で1,502 例である（厚生労
働省の報告による）。44 都府県で感染者が報告されて
いるが、兵庫県 244例、大阪府225 例が突出して多く、
次いで愛知県156 例、東京都 145 例である。一方、
26県が 10 例以下の報告にとどまっている。このような
発生の地域差、特に兵庫県と大阪府の集団感染にお
いて、疫学的な関連性（感染源・感染経路など）が不
明であった。
　2009 年 5月29日に、独立行政法人製品評価技術
基盤機構と国立感染症研究所は、5月16日から17日
にかけて関西地域（兵庫県および大阪府）で分離した
新型インフルエンザウイルス9 株の全遺伝子塩基配列
を解読したことを発表した1）。その内訳は、5 株が兵庫
県の集団感染の患者から、4 株が大阪府の患者から
分離されたものである。
　塩基配列を解読した結果、約1万 3千個の塩基か
ら構成されるウイルス遺伝子のうち、ウイルス9株にお
ける違いは最大で4塩基であることが示された。この
ことは、兵庫県と大阪府の集団感染はほぼ同一のウイ
ルスに由来するものであることを示し、両府県の感染
は、同一の感染者から広がったものか、同じ時期に同
じ地域由来のウイルスがそれぞれの府県に流入したも
のであると考えられる。
　また、これらの 9 株は全て、抗インフルエンザ薬の
オセルタミビル（商品名：タミフル）およびザナミビル（商
品名：リレンザ）への耐性を生じる遺伝子変異を持って
いないことがわかった。これらの薬剤が今回の新型イ
ンフルエンザに有効であるという臨床所見を遺伝子解
析によって裏付けたと言える。
　両機関は、これまでに、成田空港での検疫を通じて
海外帰国者から分離された新型インフルエンザウイル
ス1株（成田検疫株）の全遺伝子塩基配列を解読して
いる2）。加えて、成田検疫株と今回の兵庫・大阪の 9株、
および海外で既に全遺伝子塩基配列が解読された 37
株、計 47 株の遺伝子の比較をし、ウイルスの分子系
統学的解析を行った。その結果、これらのウイルス株
は、初期にメキシコや米国南部から感染が広がったと
考えられる系統と、4月下旬に米国東部とカナダで集
団感染を引き起こした系統の、大きく2つの系統に分
かれることがわかった。兵庫・大阪株は、2つの系統
の中間的な系統に属すると推定され、メキシコ・米国
南部系統に含まれる成田検疫株とは、由来が異なるこ
とが確認された。今後も両機関は遺伝子の解読を継
続し、これらのウイルスがどのように変化していくかを、
WHOと連携して注意深く監視する。
　なお、今回の遺伝子解読の結果は国際塩基配列デ
ータベ スーに登録済であり3）、遺伝子解読の手法も公
開している4）。
参　考
1）　（独）製品評価技術基盤機構　プレスリリース（2009 年 5 月 29 日）
　　http://www.bio.nite.go.jp/release/press20090529flu.html
2）　（独）製品評価技術基盤機構　プレスリリース（2009 年 5 月 20 日）
　　http://www.bio.nite.go.jp/release/press20090520flu.html
3）　Influenza Virus Resource（NCBI）　http://www.ncbi.nlm.nih.gov/genomes/FLU/SwineFlu.html
4）　新型インフルエンザのシーケンスプライマーおよびプロトコル
　　http://www.bio.nite.go.jp/ngac/flu_sequence_protocol.pdf
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トピックス2　60GHzの近距離・高速データ通信規格の発表が相次ぐ
　通信距離を 10m程度に想定したWPAN（Wireless personal area network）と総称される近距離無線
通信分野で、60GHz帯ミリ波を使った高速通信規格の発表が相次いでいる。60GHzは建物の外壁減衰
が大きいなどの理由で遠距離通信には向かないが、近距離通信では他通信との干渉を回避できるメリット
が生かせる。また波長の短さから、装置・回路の小型化が可能であるなど多くのメリットがある。現在、
標準化を狙って世界で「WirelessHD」「IEEE802.15.3c」「Wireless Gigabit（WiGig）」などの規格が発表
されている。
　通信距離を10m 程度に想定した WPAN（Wireless 
personal area network）と総称される近距離無線通
信分野があり（図表）、配線接続が不要となる高速通
信に注目が集まっている。これまで 2.5GHzを使った
WPAN が実用化されているが、最近、より高速通信
に向く免許不要の 60GHz 帯ミリ波を使う高速通信規
格の発表が相次いでいる。
　60GHz は建物の外壁減衰が大きく、空中でも酸素
分子との干渉で伝搬の減衰が大きいなどの理由で遠
距離通信には向かない。一方で、この減衰ゆえに不要
な放射が制限され、波長の短さから電波の狭指向性
が得られるなど、他の通信との干渉を回避しやすいと
いう特徴があり、WPAN のような近距離通信に向い
ている。また、波長の短さは装置・回路の小型化でも
有利となる。さらには世界の主要国で免許不要である
ことや、通信速度の向上に不可欠となる広い周波数帯
域の割り当てがなされるなど、多くのメリットを有して
いる1）。
　この 60GHz 帯を用いた通信規格は世界標準化を狙
って、最近いくつもの規格が発表されている。その代
表 的 なものとして「WirelessHD」「IEEE802.15.3c」
「Wireless Gigabit（WiGig）」の 3 つが挙げられる。
　「WirelessHD」は米国・日本・韓国メー カー主体で開
発が行われており、2009 年 1 月には米国の見本市で
製品デモが展示され、3 つの中では現時点で最も完成
度の高い規格である。この規格は主に非圧縮の HD
（High Definition）ビデオ信号をビデオ録画機器からテ
レビに送るなどの用途を想定し、10m の距離で 4Gbps
のデータ転送速度が発表されている 2）。
　「IEEE802.15.3c」は 2.5GHz 版の WPAN 規格であ
る IEEE802.15.3 ─ 2003 に代わるものとして、60GHz
を使った規格として 2005 年から改めて検討されてき
た。少なくとも1Gbps のデータ転送速度を、オプショ
ンでは 2Gbps を超えるデータ転送速度を狙っており、
2009 年中の規格発表が予定されている。日本からは
メーカー以外にも（独）情報通信研究機構が標準化活動
に参加している 3）。
　2009 年 5 月には、規格名称を冠した米国・日本・
韓国メーカーが主体のアライアンス団体が、「Wireless 
Gigabit（WiGig）」規格を 2009 年の第 4 四半期に発表
することを明らかにした 4）。この規格は、HDビデオ以
外にも、家電、携帯端末、PC などで数 Gbps のデー
タ転送を省電力で行うことを想定している。
　上記以外にも欧州の Ecma International 注）や、無
線 LAN の規格検討をしているIEEE802.11の作業班
が規格標準化に乗り出している。60GHz のWPAN は
シリコンゲルマニウム（SiGe）素子などの登場で電力増
幅器が安価に普及したこともあり 5）、実用化を目指した
機器の開発が進んでいる。
参　考
1）　小川博世「60GHz 帯ミリ波ワイヤレスアクセスシステムの標準化動向」電気学会誌、125 巻 2 号、2005 年
2）　WirelessHD コンソーシアムのホームページ：http://www.wirelesshd.org/
3）　IEEE 802.15 Working Group for WPAN ホームページ：http://www.ieee802.org/15/pub/TG3c.html
4）　Wireless Gigabit アライアンスのホームページ：http://wirelessgigabitalliance.org/about/
5）　（独）情報通信研究機構（NiCT）News：http://www.nict.go.jp/publication/NICT-News/0703/research/index.html
 情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
図表　IEEE規格による各種無線通信方式
科学技術動向研究センターにて作成
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注：Ecma International（旧ECMA）; European associ-
ation for standardizing information and communica-
tion systems
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トピックス3　カーボンナノチュー ブを使った不揮発性メモリ構造
　デジタルデータの保存に使用されているハードディスク・光ディスクやフラッシュメモリなどは、本など
に比べて大量のデータをコンパクトに保存できるものの、本のようにデータを長期に保管することはできな
い。2009年 4月、米国カリフォルニア大学バークレー校のA.Zettl教授らの研究グループは、カーボンナ
ノチューブ内に鉄のナノ粒子を封入した素子を作製し、外部電極に印加する電圧によりナノ粒子の位置を
制御する方法で、ハ ドーディスクなどよりも高密度でかつ 10億年以上保管可能なメモリ構造の動作を確認
したと報告した。
　現在、デジタルデータの保存には、ハ ドーディスク
（HDD）やフラッシュメモリ、CDやDVDといった光ディ
スクなどが使われているが、これらは本などに比べて大
量のデータを保存できる一方、データを長期に保存し後
世に遺すという目的には、紙媒体と同等以上の寿命を
持つ記録媒体が望まれる。
　2009 年 4月、米国カリフォルニア大学バークレー校の
A.Zettl 教授らの研究グル プーは、室温で10 億年以上
の寿命を持ち、記録密度も1平方インチ当たり1テラビ
ットを実現できる可能性のあるメモリ技術を開発したと
報告した1）。この研究グル プーは、フェロセン（C10H10Fe）
を1000℃のアルゴンガス中で熱分解し、多層カーボン
ナノチューブ（MWCNT）の中にチューブ内を往復運動
できる鉄のナノ粒子が封入された構造体を合成した。そ
の両端に電極をつけ、ナノ粒子の位置がデジタルデータ
となるメモリ素子を作成した（図表 1）。この素子の動作
を透過電子顕微鏡（TEM）で観察することで確認した。
　データの書き込みを行うために、素子に電圧を印加す
ると、エレクトロマイグレーションによりMWCNT内の
ナノ粒子が電流と反対方向に移動することが確認され
た。その移動速度は印加する電圧により大きく変化し
（図表 2）、電流の方向を逆にすると、ナノ粒子の移動方
向も逆転し、電流をゼロにするとナノ粒子はその場で停
止した。これまでにもカーボンナノチュー ブ中の粒子の
移送についての報告はあったが、今回は200nmという
長い距離を、可逆的にかつ精度良く移動させた初めて
の報告である。また、素子の電気抵抗がナノ粒子の位
置と相関のあることも確かめられ、抵抗値を計測するこ
とでデータの読み取りが可能である。抵抗値の計測に
よるナノ粒子の位置への影響は見られず、不揮発性も確
認された。これらのことから、データの書き込みおよび
読み取りが可能であり、不揮発性メモリ素子としての利
用可能性のあることが確認された。
　熱的安定性のモデル計算による結果から、データの
寿命は10 億年以上と評価された。この素子の記録密
度は1平方インチ当たり1テラビット以上の記録密度を
実現できる可能性がある。
 ナノテク・材料分野	 TOPICS	 NanoTechnology & Materials
図表 1　素子模式図とデータの記録方式 㔚ᭂ
MWCNT
Fe䊅䊉☸ሶ
ローレンスバークレー国立研究所／カリフォルニア大学
バークレー校の Zettl 研究グループ提供の図を基に科学技
術動向研究センターにて追記
図表 2　印加電圧とナノ粒子移動速度の関係
参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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参　考
1）　Begtrup, G. E. et al., “Nanoscale Reversible Mass Transport for Archival Memory”Nano Lett. Vol.9,1835（2009）
科 学 技 術 動 向　2009年 7月号
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トピックス4　我が国における太陽光発電大量導入時の電力系統影響評価
　太陽光発電は、純国産の再生可能エネルギーとして重要であり、日本政府としての「温室効果ガス中期
削減目標」で導入拡大が掲げられている。しかし、現在の電力系統に大量に太陽光発電が連携された場合、
気象変化に伴う出力変動の影響が懸念されるため、電気事業連合会では、2009年度から 3年間をかけ、
この影響を評価する。資源エネルギー庁の分散型新エネルギー大量導入促進系統安定対策事業として、
日本国内 320ヶ所で日射量・気温を計測し、このうち111ヶ所では太陽光発電設備を設置して出力データ
を収集する。全国規模での時刻同期の太陽光発電計測は日本初の試みである。計測データに基づき、系
統周波数変動量や太陽光発電の出力変動量などを評価し、最適な電力系統制御手法の確立を目指す。
　太陽光発電は、導入可能量が大きい純国産の再生可能
エネルギ とーして重要であり、2009年 6月麻生首相が表
明した「温室効果ガス中期削減目標」においても、2020
年の目標として、2005年比 20倍の太陽光発電の導入が
掲げられている。
　電力会社が電力を安定して供給するためには、需要に
応じた供給が必要になる。現状、刻 と々変化する電力需
要に対し、火力や水力の出力を制御して、周波数など電
気の品質を一定に保っている。将来、気象条件により瞬
時に発電量が変化する太陽光発電（図表1）が電力系統に
大量に連携された場合、現状に比べて需給バランスの制
御が格段に複雑になる。万一、需給バランスが崩れた場
合には、製品不良や機器停止など生産活動や社会生活に
も大きな影響を与えることになる。そのため、太陽光発電
出力デ ターを収集・蓄積し、電力系統への影響を評価して、
最適な系統制御手法を確立する必要がある1）。
　電気事業連合会は、2009年度から3年間かけて、太
陽光発電大量導入時の電力系統への影響評価を実施する
と発表した2）。具体的には、日本国内320ヶ所で水平面
全天日射量、気温を正確に時刻を合わせて測定する。こ
のうち111ヶ所では、実際に太陽光発電システムを設置し、
交流出力（総計1500kW）、太陽光パネル傾斜面での全天・
直達日射量、発電出力に影響するパネル温度も測定する
（図表 2）。このような全国規模で時刻同期をとった太陽光
発電に関する計測は、日本初の試みとなる。
　これらのデータを収集・蓄積し、太陽光発電出力の短
周期・長周期変動量と広域的にみた平滑化効果（単機に
比べ複数になると変動がならされて緩やかになる効果）を
分析し、日本全体で電力系統に与える影響を評価する。
これらの結果から、系統周波数変動を抑制するために必
要な調整量を把握し、火力や水力などの既存設備で対応
できない変動量である場合には、追加として必要となる蓄
電池などの蓄電容量・設置箇所を推定する。一方、年間
を通じた太陽光発電の出力変動量を把握し、調整に必要
となる火力や水力などの待機電力量を推定することにより、
日本全体の電力系統を安定して運用できる最適な制御手
法の確立を目指す。
　なお、この評価は資源エネルギー庁「平成21年度分散
型新エネルギー大量導入促進系統安定対策事業費補助
金」の補助事業として実施される3）。
参　考
1）　大平竜也、「再生可能エネルギーの普及促進策と技術課題」、科学技術動向、No.53、2005 年 8 月号：
　　http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt053j/0508_03_feature_articles/200508_fa03/200508_fa03.html
2）　電気事業連合会プレスリリース：http://www.fepc.or.jp/news/__icsFiles/afieldfile/2009/05/22/kaiken0522.pdf
3）　資源エネルギー庁ホームページ：http://www.enecho.meti.go.jp/info/tender/tenddata/0904/090415a/youryou.pdf
4）　経済産業省ホームページ：http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g80708a07j.pdf
 エネルギー分野	 TOPICS	 Energy
出典：参考文献4）
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図表 2　日本の各地域での測定箇所数
参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
注：カッコ内は太陽光発電システム設置箇所数
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トピックス5　IMD世界競争力年鑑による不況下の国際競争力予測
　2009 年 5 月、スイスのビジネススクールである国際
経 営開発 研究 所（IMD: International Institute for 
Management Development）は、 世界 競 争力 年 鑑
2009 年版注 1）を刊行した。主な結果である競争力ラン
キングや国別プロフィー ルに加え、2050 年までを見通
して国際競争力に影響を及ぼす事象の抽出とその影
響力の予測を行った「競争力ロ ドーマップ」注 2）や、世
界不況下で危機をうまく乗り越え競争力を向上させる
態勢が整っているかを評価した「ストレス（耐性）テス
ト」が掲載され、将来指向の分析が試みられている。
　「競争力ロ ドーマップ」は、2007年版から掲載され始め
た。国際競争力に影響を及ぼす将来の事象（2007 年版
では45、2008 年版では46、2009 年版では 50 項目）が、
横軸を起きそうな年、縦軸を想定される影響の大きさと
した 1 枚の図に掲載されている。2007年版と2008 年版
には大きな差異は見られないが、2009 年版では項目の
変更や影響の大きさの変化が目立つ。
　2009 年版で新たに加わったのは、特に不況に関わる項
目である。それらによれば、「世界規模の不況」「大量失業」
「部分的なデフレ」が数年以内に起こり、競争力に大きな
影響を及ぼす。「国により時期は異なるが不況を脱出」し、
2020 年代前半には「インフレが再来」する。「景気刺激策
は功を奏す」という項目の影響度は中程度である。
　新興国に関わる項目は 15 項目あり、全体の約 3 割を
占める。これらの 2009 年版における変化を見ると、15
年以内に起こるとされる項目、「新興国台頭に対する保
護主義の高まり」「新興国の外貨準備高の増加」「新興
国の巨大な国有・私有資金の先進国への投資」等につい
ては影響力が低下している。一方、15 年後以降の項目、
例えば「中国・インド・ブラジル・ロシアが科学技術力を
持つ」については影響力が増大しており、「新しい中流階
級の出現」「新興国でのマネー ジャ需要の増大」「安価な
労働力から安価な頭脳へ」等は、2007年版から一貫して
影響が大きいとされている。また、「価値観の違いによる
競争の激化」「全体的価値観から個人的価値観への転
換」等、人々の価値観（勤勉・愛国の誇り、仕事と家庭
のバランス）も大きな影響力を持つ項目として挙げられて
いる。すなわち、新興国は、不況の煽りを受けて当面は
国際競争の舞台で経済的な存在感を低下させるものの、
将来的にはこれまでと違った意味でより大きな存在感を
示すとの予測である。
　その他の影響力の大きい項目としては、「米国の財
政赤字増大」「人口問題（欧州・日本等の退職年齢の
上昇、欧州・日本・ロシア等の人口減少）」「西洋社
会での多様な価値観の共存」「貧困層のための新ビジ
ネスモデル」が挙げられている。「サービスや国際ビジ
ネスモデル統合・管理が欧州や米国の競争力の鍵」は、
2009 年版において影響力を大きく下げている。
　不況などの危機への耐性を評価したストレス（耐
性）テスト注 3）では、競争力総合ランキング 1 位である
米国は 28 位にとどまり、1 位デンマーク、2 位シンガ
ポール、3 位カタール、4 位ノルウェー、5 位香港と、
小規模国（地域）が上位を占めた注 4）。
 その他の分野	 TOPICS	 Others
参　考
1）　IMD World Competitiveness Yearbook：http://www.imd.ch/research/publications/wcy/index.cfm
　2009年 5月、スイスのビジネススクールである国際経営開発研究所（IMD）は、国の競争力（企業の競争力
を維持する環境を提供できる国の能力）を比較した世界競争力年鑑 2009年版を刊行した。競争力ランキング
や国別プロフィー ルに加え、2050年までを見通して競争力に影響を及ぼす事象の抽出とその影響の予測を
行った「競争力ロ ドーマップ」や、競争力を向上させる態勢が整っているかを分析した「ストレス（耐性）テスト」
が掲載されている。2009年版のロ－ドマップでは、2020年代前半には各国は不況を脱出してインフレが再来
すると予測されている。また新興国については、当面は国際競争の舞台での経済的存在感を低下させるものの、
将来的にはこれまでとは違った意味でより大きな存在感を示すことになると予測されている。
注1：ハ ドーデータ（統計）とソフトデータ（アンケ トー）に基
づき、国の競争力（企業の競争力を維持する環境を提供
できる国の能力）の国際比較を行った報告書で、1989年よ
り毎年刊行。日本の総合順位は、当初は1位であったが、 
その後徐々に順位を下げ、1990年代後半からはトップグル
ープから転落した。2009年は57か国（地域）中17位であ 
る。日本は、インフラに関わる項目は上位にある（科学イン
フラは 2 位）が、政府効率性が低いと評価されている。
注2：主観的評価に基づいて、競争力に影響を及ぼすとさ
れる約50項目を 2 軸空間に配置した図。2007年版に、サ
ブプライムロ ンーの破綻が起き、競争力に大きな影響を及
ぼすことが挙げられており、2008年秋に話題になった。
注3：総合ランキング算出に用いた約250項目のデータ（ハ
ドー、ソフト）の中から、将来に関わる項目20を抽出してラ
ンキングを算出している。
注4：2009年版の総合ランキングは、1 位米国、2 位香港、
3 位シンガポール、4 位スイス、5 位デンマークである。
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1  はじめに
科学技術動向研究
論文誌の電子ジャーナルをめぐる
最近の動き
林　和弘
客員研究官
　科学技術研究における研究者同
士のコミュニケーションには様々
な形態があるが、研究者はその成果
を何らかの媒体で発表し、研究者仲
間に広く知られて評価されること
ではじめて実績となる。理工系や医
学系（STM：Science Technology 
and Medicine）の研究者の場合、ま
ず、仲間内や学協会の大会で口頭
発表を行い、その後に論文を書い
て論文誌に投稿し業績を確定させ
ることが多い。論文誌の編集側で
は、研究者仲間による評価（peer 
review）によって一定以上の品質を
維 持 し、 論 文 を ま と め て 雑 誌
（ジャーナル）として定期的に刊行
する。17 世紀以来、大学、学協会
や商業出版社などの出版者（以下、
出版者という）がこの事業を担って
おり、今でも論文誌は研究成果を
公開する最重要媒体である。
　1995 年頃から始まったインター
ネットを通じた論文情報の流通に
加え、2000 年前後からは電子投稿
査読システムが浸透することに
よって、著者は、紙を介すること
なく、インターネットを使って論
文を投稿し、出版者もインターネッ
トを利用して論文誌を発行するこ
とが当たり前となった。また、冊
子では実現不可能なインターネッ
トの特徴を生かした電子ジャーナ
ル固有のサービスも徐々に表れた。
二次情報の検索から一次情報であ
る文献へのリンクなどすでに研究
者の情報収集活動にとって必要不
可欠になったサービスも存在する。
　筆者の前回のレポート1）では、冊
子ジャーナルから電子ジャーナル
に変わった論文誌の動向について、
情報サービスと事業運営の両面か
ら考察し、世界の動向を踏まえた
上で、日本の学協会出版の課題を
明らかにした。今回は、至近の電
子ジャーナルとその関連の動向を
踏まえつつ、主にデジタル化がも
たらした利便性と課題について触
れ、電子ジャーナル・研究者・研
究費との連動について考察を加え、
施策につながる提言を行いたい。
　なお、今回のレポートでも理工
医学系のジャーナルを中心として
扱い、至近の 2007 ～ 2009 年前半
の動向を紹介する。また、後半に
おいて、公的資金で行われる研究
に関する観点から研究情報流通政
策を議論するが、企業においては
研究費獲得手法や特許を含むアウ
トプットの仕方あるいは研究評価
の手法が異なるために、一部の基
礎的な研究を除いて、企業の研究
活動とその情報流通の在り方は本
稿の取り扱う範囲からは除外する。
2  科学コミュニケーションにおける電子ジャーナルの現在
2─1
既存の電子ジャーナルを
越えた様々な試み
　現在の研究者にとって、電子
ジャーナルの利用は必要不可欠と
なった。多くの分野では冊子時代
から評判が確立された出版者が発
行する電子ジャーナルを利用する
ことが多い。2007 年以降の電子
ジャーナルの拡張機能では、電子
ジャーナルに付加価値を加えよう
と試みられている。例えば、化学
系ジャーナルでは、論文と化合物
論文誌の電子ジャーナルをめぐる最近の動き
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データとのリンクが進んでいる。
2007 年にイギリス化学会が立ち上
げた Prospect プロジェクト 2）や、
2009 年 4 月に創刊された Nature 
Chemistry 誌 3）では、論文中に記
載されている化合物に対して、各
種の物性データやメタデータを入
手することができ、関連の他デー
タベースへ移動することもでき
る。すなわち、これまでのような
引用文献リンクだけでなく、論文
の中身に様々な情報をリンクさ
せ、研究者の理解を助けるサービ
スが検討されている。
　また、査読手法の変化、公開前
後の評価などにも試みが繰り返さ
れている。例えば、PLoS が発行し
た PLoS One では、科学的に間違
いが無いか程度の最低限のピアレ
ビューを行い、公開後 web 上で読
者からの広い評価と議論を促す機
能を組み合わせている。2006 年末
にリリース後、2007 年から 2008 年
にかけて掲載数を 2 倍以上に伸ばし
ている4）。また、Nature Publishing 
Group は、査読前の論文を搭載す
る Nature Precedings を立ち上げ
た 5）。これは物理系で長く続いて
いるプレプリントサーバーの拡大
版とも言える。物理系の研究者は
このプレプリントサーバーを利用
して先見性を確保しているが、他
の分野でも同様の場として浸透す
るかが注目される。また、データ
ベース検索から一次情報へアクセ
スすることが研究情報収集活動と
して不可欠の要素となった。デー
タベース作成者は、研究者や図書
館が、なるべく少ない労力でなる
べく多くの資料から必要な情報に
容易に到達できるような工夫を重
ねている。
　既存の電子ジャーナルの枠組み
以外の web メディアを積極利用
した研究情報流通手段も多様に
なっている。主なものでは、ウィ
キ ペ デ ィ ア で も 使 わ れ て い る
Wiki エンジンを利用した知識集
積と共有、ブログを利用した幅広
い情報交換と相互参照、あるいは
SNS（ソーシャルネットワークサー
ビス）内のコミュニティを利用し
た特定数内での情報交換などであ
る。このような草の根の活動では、
個人単位、小人数から研究室単位、
あるいは分野やトピックごとな
ど、様々な単位で必要に応じて情
報交換が行われている。例えば、素
粒子の分野における最近の大きな
成果であるヒッグス粒子の発見は
論文の公表前にブログで情報交換
が行われて、その是非を含めて様々
な反響を呼んだとされている 6）。ま
た、先に紹介した PLoS ONE では
コミュニティブログ every ONE
を 2009 年 3 月に立ち上げ、研究
者の情報交流を促進している 7）。
　また、ブロードバンドの普及と
PC 処理能力の向上によって、映像
編集と閲覧が手軽になったため、
動画専門ジャーナルも生まれた 8）。
Journal of Visualized Experi-
ments 誌は、解剖や実験機器操作
手順など、これまで文字情報だけ
で出版しても読者が再現すること
が難しい内容を、動画で簡潔明瞭
に示している。
2─2
変わらぬ業績「固定」としての
論文誌の位置づけ
　このように様々なメディアと、
その様々な運用で新たな科学コ
ミュニケーションが生まれてい
る。しかしながら、今なお、業績
を「固定」するために研究者は、論
文を書き、しかも評価とブランド
が確立されたジャーナルに投稿す
ることが多い。例えば、コンピュー
タ 1 台 1 台を細胞に見立てて生体
をシミュレートするシステムバイ
オロジーの分野では、前述の wiki
などの web インフラを積極的に
利用している。PAYAO と呼ばれ
るプロジェクトはオンライン上で
成果（モジュールプログラム）を登
録し、他のプログラムや外部デー
タベースとの連携によって、国際
的かつ多様な情報交換を行ってい
る。しかし、それでも多くの研究
者が業績を「固定」するにはEMBO
ジャーナルなど既存の雑誌にも研
究成果を投稿することがわかって
いる 9）。
　これは、研究費申請や昇進のた
め に 使 わ れ る 業 績 資 料 で あ る
Publication List に記載するものと
して依然、論文誌の論文が中心で
あり、評価側もそのような論文を
重要視していることが影響してい
ると考えられる。
　ところで、前レポート1）で紹介
した論文の公開後に多数の読者で
評価を行う Nature のオープンピ
アレビューは、当初予定していた
ほど活発にはならず、時期尚早と
いうことで 2006 年末に中止され
た 10）。このように、今しばらくは
新しい試みのトライアンドエラー
と、既存の確立された方法の中か
ら機能や手法の淘汰ないしは融合
が繰り返されていくものと思われ
る。
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3  電子ジャーナル流通がもたらした利便性と課題
　電子ジャーナルは様々な利便性
をもたらしたが、その利便性は新
たな課題も浮きぼりにした。ここ
では至近のホットな動向を紹介し、
現在直面している問題に触れる。
3─1
瞬時に広がり比較される
研究情報
　電子ジャーナルは、冊子体では
不可能なサービスを実現しただけ
ではなく、情報の流通速度を格段
に速くした。公開された論文は、
RSS などの新着アラートを使えば
すぐに読者に知らされることと
なった。研究者仲間への別刷りの
送付も、郵送はほとんど無くなり
e‐mail で素早く送ることができ、
分野によっては良い論文はすぐに
ブログで取りあげられる。また、
ジャーナルによっては、直接電子
ジャーナルのコメント欄に意見等
を書き加えることもすでに可能と
なっており、これまでは難しかっ
た公開後の評判をある程度知るこ
とも、少なくとも機能上は可能に
なっている。
　さらに、ひとたび掲載された論
文は、各種データベースにインデッ
クスされ、また、リンク付けが加
えられて、研究者は様々な情報収
集手段から必要に応じて原文献に
たどり着くことが容易になった。
各論文はもはや、単にジャーナル
の一要素として存在しているので
はなく、その論文自身がインター
ネット上の学術情報の一つの単位
として独立して、素早く流通し、
評価される時代になっており、そ
の分個々の研究情報の透明性が上
がったとも言える。
　また、論文の全文デジタル化に
よって、インターネット上の膨大な
テキスト情報を収集し、比較するこ
とも容易になった。データマイニン
グと呼ばれる手法を使うと、多くの
テキストデータあるいは特許と論
文誌など複数のデータベースを組
み合わせて単語の出現頻度や相関
関係を簡便に解析することができ
る 11）。さらに実験データなどの基
礎データのデータマイニングと合
わせ、解析結果を可視化すること
で、新たな知見を得ることもでき
るようになっている。
3─2
デジタル化がもたらした
新たな課題
3-2-1　剽窃などの不正と検出
　一方、前節で述べた利点は、別
の課題も浮き彫りにした。まず、
論文のテキストないしはデータを
簡単に利用できることは、剽窃あ
るいは、改竄等の不正行為も容易
にできることを意味する。実際に、
論文誌の編集過程で、二重投稿や
他論文の不正利用が見つかるケー
スが増えている。あるデータベー
スを調べた結果、発行後の過去の
9200 本近くの論文に他との類似性
があることがわかり、詳細に調べ
研究者や出版者と連絡を取るなど
した結果、200 論文が疑わしく、
46 本が出版者によって取り下げら
れたということが報告されてもい
る 12）。
　出版側としても、雑誌の信用と
ブランドを傷つけるこのような不
正には適切に対応しなければなら
ない。出版者横断組織で電子ジャー
ナル間のリンクサービスを支援し
て い る CrossRef で は、 新 た に
CrossCheck と呼ばれる不正探知プ
ロジェクトを 2008 年 6 月に開始し
た 13）。これは、インターネットか
らコピー＆ペーストした文章を発
見する iThenticate 社 14）の技術を
利用し、さらにすでに出版された
参加出版者の論文データを含む
様々な資源から、対象となるファ
イルにテキストとして類似してい
るものを探し出すツールである。
このツールはあくまでテキストと
しての類似度を測るものであって、
不正を見つけるものではない。類
似度が高いものが見つかった論文
に関しては、慎重にその類似の理
由を調べ、最終的に不正かどうか
を慎重に判断する必要がある。
3-2-2　 著者 IDや機関 IDの 
重要性
　論文単位で情報が流通し、分析
が容易になると、著者単位あるい
は機関単位での情報流通の観点も
重要視されるようになった。すな
わち、誰があるいはどの機関がど
の程度どのような論文を書いてい
るかを知ることが比較的容易にで
きるようになった。このような情
報は、特に機関別の研究評価の参
考とするために、重要となってき
た。ところが、これまで、論文に
記載される著者や機関は論文に副
次的に付加される情報として、あま
り厳密に整備されてこなかった。そ
のため、同姓同名問題や、機関名略
称の不整合解決と名寄せ、研究者が
他機関に異動した場合の処理など
の問題が顕在化した。多くのデータ
ベースは独自にその解決に取り組
ん で お り、Serials Solutions 社 は
Author Resolver という、著者に付
随する関連情報を提供するサービス
を持つ 15）。また、Thomson Reuter
社は Researcher ID と呼ばれる著
者 ID サイトを開設し、広く研究者
自身による自著論文との紐付けを促
論文誌の電子ジャーナルをめぐる最近の動き
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している 16）。また、先の CrossRef
はこの著者同定問題にも横断的に
取り組み、出版者間横断で利用で
きる Author ID を付与して、発行
4  オープンアクセス活動の現在と研究費の透明性
4─1
オープンアクセスジャーナルと
機関レポジトリの動向
　前レポート 1）でも紹介した電子
ジャーナルへの障壁なきアクセス
を実現するオープンアクセス活動
に関しては、引き続き様々な取り組
みが行われている。このオープンア
クセス活動を推し進める一つの要
因としては、主に税金で行われた研
究から生まれた成果情報の社会へ
の還元および透明性の確保である。
現在、読者が無料でアクセスできる
オープンアクセスジャーナルの数
は、DOAJ（Directory of Open 
Access Journals）によると4170誌、
論文数は 28 万件を超えている 19）。
また、図書館主導で行われ、主に
各論文の著者最終版のファイルを
機関のサーバーに搭載して無料で
アクセスできるようにしている機
関レポジトリの数は、Open DOAR
（Directory of Open Access Repos-
itories）によれば、2009 年 6 月現在
で 1400 機関を超えている。日本の
機関レポジトリ数も 100 を超え、
世界第 4 位に位置している 20）。こ
のように国内外の機関レポジトリ
が一定の数を確保した現在、次は
登載論文数を増やすなど、コンテ
ンツの充実を図っている段階と言
える。機関レポジトリの登載量や
内容を総合評価したサイト Rank-
ing of Web of World Repositories
によると、日本の大学としては九
州大学、京都大学、早稲田大学、
東京大学のレポジトリが 100 位以
内に入っている（図表 1）。さらに、
一定の機関レポジトリの数と論文
数が得られたことで横断検索も実
際的に可能な段階に入っていると
言える。国立情報学研究所では、
JAIRO と呼ばれる機関レポジトリ
横断検索システムを、2009 年 4 月
に正式にリリースした。ここでは
各大学等に設置された機関レポジ
トリに掲載されている論文をまと
めて検索できるようにしており、
登載論文数や各メディアの割合な
ど、各種統計データも公開されて
いる 21）（図表 2）。
　 そ の 一 方 で、 ド イ ツ の Max 
Planck 研究所やフランスの CNRS
などのように、公的研究機関が機
関レポジトリを持つ例も現れた 22）。
また、物理の高エネルギー系の論
文を主とするプレプリントサー
バーの Arxiv に、計量生物学、統
計学、計量ファイナンスの論文も
掲載されるようになっている 23）。
以上のように、機関レポジトリの
形態自身にもまだ流動性があると
言える。今後は、紀要などでは例
済み論文との紐付けを行うことを
2007 年から検討開始している 17）。
機関の同定に関しては、米国情報
標 準 化 機 構（National Information 
Standards Organization、NISO）が、
2008 年 1 月から機関を同定する基
準作りに着手している 18）。
図表 1　Ranking of Web of World Repositories による機関レポジトリ総合評価ランキング
科学技術動向研究センターにて作成
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のある、査読を含む機関レポジト
リからの情報発信や 24）、出版前の
文書データの管理や保存、あるい
は研究データそのものの管理など
研究を助ける環境を、機関レポジ
トリが整備する方向性に進む可能
性がある。例えば、物質・材料研
究 開 発 機 構（NIMS）は、Max 
Planck 研究所の開発したデジタル
ライブラリーシステムを通じて、
研究者のデジタル資源の管理をサ
ポートする試みを積極的に行って
いる 25）。
4─2
公的助成機関の最近の動き
　欧米では、公的助成機関が、積
極的に助成対象の研究に対する
オープンアクセス化、ないしはパブ
リックアクセス化を進めている。特
に注目すべきは、米国国立衛生研
究所（National Institute of Health：
NIH）の動きである。2005 年以来、
NIH が助成した研究費に関しては、
PubMedCentral（PMC）に登載し、
公衆にアクセスできるようにする
こと（公衆アクセス方針）が推し進
められてきたが、2008 年 4 月 7 日
以降に発行された論文については、
その登載が法令として義務付けら
れた。その結果、これまで低調だっ
た PMC の掲載論文数が飛躍的に
向上した。その一方で、出版者側
は 2008 年 9 月に研究成果公開著作
権法案を提出し、この公衆アクセ
ス方針そのものを禁止しようとす
る動きに出ている。なお、2009 年
7 月現在は、日本の研究費助成機
関には、研究補助対象の論文のオー
プンアクセス化ないしはパブリッ
クアクセス化を義務付けようとす
る正式な動きはない 22）。
4─3
その他の最近の動き
　このような状況下で、出版者側
も様々な対応を見せている。その
中でも一番大きなトピックは、
2008 年 10 月 に 商 業 出 版 者 の
Springer 社が、オープンアクセス
ジャーナルのさきがけとも言える
BioMedCentral（BMC）を買収した
ことである。BMC は 2000 年の創
立以来の活動において、著者負担＋
機関会費型で経費を賄うビジネス
モデルのオープンアクセスジャー
ナルとして全ての論文を無料公開
し、一定の地位を築いていた。そ
もそも、オープンアクセス運動の
大きな目的が論文誌価格の高騰を
結果的に招いた既存の商業出版者
への対抗という意味合いを持って
いただけに、この買収のインパク
トは大きかった。現在のところ、
Spinger 社は図書館の購読費モデル
で運営する自社の電子ジャーナル
パッケージ（Springer Link）とは独
立した事業として維持するとして
いる 26）。オープンアクセスジャーナ
ルはその事業の維持（Sustainability）
の確保が最大の課題であることに
は変わりはない。Springer 社の今
後の運営手法と BMC の事業を支
持してきた多くの図書館がどう対
応するかが注目される。
　その他には、CERN（欧州原子核
研究機構）主導で世界各国の高エネ
ルギー物理関係の研究機関や図書
館が資金を集めて、同分野のコア
雑誌を購読し、オープンアクセス
できる形として提供するプロジェ
クト（SCOAP3）が進んでおり、20
カ国以上が参加している 27）。日本
は、負担金が年間 1 億円程度と高
いため、今のところこのプロジェ
クトへの参加には至っていない。
4─4
オープンアクセスの
効果についての論争
　以上述べたような、様々なオー
プンアクセス化の取り組みが各方
面で検討される一方で、昨今の図
書館情報学界では無料で広く読ま
れるはずのオープンアクセスの論
文が購読しないと読めない論文よ
り引用頻度において高く評価され
るのかが論争になっている。特に、
公開後の被引用数に両者の差が出
るかについて、差が出たという報
図表 2　日本の機関レポジトリに登載のコンテンツ数
出典：JAIRO、2009 年 6 月
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告と出ないという報告が入り乱れ
ている 28、29）。元々、被引用数はそ
の論文の内容が一番影響を与える
と考えられ、同一雑誌内でも分野の
差や論文の種類の差が出る。そし
て、論文誌はあくまで研究者の成
果を発表することを目的とした媒
体であるため、オープンアクセスか
どうかの差以外を同じ条件にする
制御された環境で被引用数を比較
すること自体が難しい。それでも、
Davis の報告 30）では、医学系分野の
ある雑誌群に対して無作為抽出し
た論文をオープンアクセス化して
検証した結果として、被引用数に影
響は出ないとなっている 30）。ただ
し、いずれの報告でも電子ジャーナ
ルアクセス数に関しては優位差が
出ており、オープンアクセスによっ
て一定のビジビリティの向上があ
ることは確認されている。
5─1
問われる研究者のモラリティ
と出版者の質のコントロール
　以上の情勢では、まず、研究者
のモラリティが改めて問われる時
代となったと言える。類似の研究
を簡便に調べることができるよう
になった現代では、これまで以上
に先行研究を最大限尊重し、利用
の際は適切に引用することや、場
合によっては著者・出版者に許諾
を得るなどの誠実な対応が求めら
れる。意図的であろうがなかろう
が、既存研究との類似性への一層
の配慮が必要である。一方、出版
者など情報の質を保証する側も、
不正を発見し適切に査読を行って
いることを常に試されている。実
際、あるオープンアクセスジャー
ナルに全く価値のない論文を投稿
して掲載されたことで査読が行わ
れていなかったと主張する研究者
の告発の例がある 31）。また、エル
ゼビア社のジャーナルの少なくと
も 6 誌が査読を行っていないこと
が判明した例もある 32）など、出版
者側も出版物の質のコントロール
について、これまで以上に配慮す
べき状況となった。
5─2
研究助成機関が管理すべき
情報の変化
　オープンアクセス運動の動きが
加わることで、研究助成機関が研
究費の効率よい使われ方と研究結
果の社会への還元を考える必要性
もより高まっている。つまり、研
究者が、研究助成申請して研究費
を獲得し、知見を得たのちに成果
報告を電子ジャーナル等で行い、
正当な評価を得て次の研究費を獲
得するという、このような研究活
動サイクルにおいて、研究費のよ
り効率の高い運用と透明性が求め
られている（図表 3）。
5─3
横断解析可能な情報基盤の
構築
　研究費の効率良い運用を考えた
場合、図表 3 にあるような研究者・
研究機関・論文・被引用データな
どの各情報要素のデータ設計が整
備されている必要がある。このう
ち、研究費には研究課題番号もし
くはそれに相当するものが存在す
る。また、論文のうち出版者の英
文論文に関しては DOI（Document 
Object Identifier）33）に基づく識別
が可能になっている。CrossRef に
よって世界的にかつ一元的に検索
と同定が可能な英文論文に比較し
5  研究助成と成果の流通ならびに
　　 その影響の把握を効率化するために
図表 3　研究資金に基づいた研究活動サイクルの単純図式化
　　　　（研究費と論文という形の研究成果データとの関係）
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て、和文論文の識別子は整備が遅
れており、分野別・データベース
別に独自の識別子が付与されてい
るのが現状である。その結果、和
文誌への分野横断的な引用リンク
を張る際に参照するデータベース
が複数存在し、和文誌論文誌デー
タベースの作業効率に負の影響を
与えている。和文論文に対するリ
ンク付与のためには一元的な検索
システムの整備が望まれる。
　研究者情報の整備には、横断的
な研究者 ID の整備、もしくは複
数の ID の管理を統合する OpenID
などの技術 34）に基づいた実質的な
研究者識別子の統合が求められる。
現在、研究者 ID にあたるものを持
つ主な日本のデータベースとして、
内閣府が主導し、文部科学省が現
在運営している e─Rad 35）、 国立
情報学研究所の科研費データベー
ス KAKEN と研究者リゾルバー 36）、
科学技術振興機構の ReaD 37）等が
ある。e─Rad を通じて研究者の ID
の一元化が進められ、機関と研究
費まで紐付けに関しては一定の方
向性が見えている。しかし、現段
階では、研究者への研究開発経費
の不合理な重複や過度の集中を排
除し、適切な研究費の配分を支援
することが目的となっており、そ
の論文が与えたインパクトを積極
的に解析し、次の研究費配分に役
立てるには至っていない。また、
先に紹介した海外データベースの
情報サービス内などにすでに独自
の研究者 ID が存在する場合もあ
り、例えばその論文の被引用回数
あるいは反響まで含めて網羅的に
分析し評価を行うことは、未だ難
しい状況にある。
5─4
現実的なID運用と連携案
　このような状況を打破するため
に、各事業の統合、あるいはシス
テムの統合や各要素識別子の究極
的な一本化を目指すのが理想的で
ある。しかし、それは現実的では
ない。システム統合を行わない代
わりに、むしろ、例えば中間デー
タとしての XML を利用した外部
とのデータのやり取りのプロトコ
ルを統一することや、データベー
ス内の基礎データそのものを公開
することによって、各機関の既存
の自主的な活動を妨げずに、必要
に応じて研究者情報や研究費情報
の収集と比較が可能な状態にする
ことが現実的である。
　例えば、OECD（経済協力関発
機構）では、各種の統計資料を生
データと共に公開し、そのデータ
群を組み合わせた解析を可能にし
ている。データセットを公開する
ための基準に関する白書が発表さ
れているので参考になる 38）。また
様々なデジタル情報資源を扱う
ツールを開発し、主に図書館向けの
ソリューションサービスを提供し
ている Serials Solutions 社は、XML
の API（Application Programming 
Interface）を公開しており、ユー
ザーが自由に同社のデータベース
に存在する基礎データ群にアクセ
スし、他のデータ群との比較を容
易にしている 39）。このような形態
で、データベースのサービス提供
者が全てを制御するのではなく、
むしろデータへの比較的自由なア
クセスをユーザーに提供し、ユー
ザーがデータ群を組み合わせて新
しい知見を得られるような環境整
備が必要である。
　可能であれば、公的助成機関が横
断的に、科学技術情報流通施策のグ
ランドデザインを描き、各情報事業
の位置づけを定期的に再確認する
ことが望ましい。現在、（独）科学技
術振興機構と国立情報学研究所で
は情報事業における連携協力を
図っており 40）、国立国会図書館と
も話し合いが行われている。公的助
成機関が公的資金で行われる研究
の生産サイクルとそれに伴う情報
流通を効率よく支援し、研究、研究
者、研究機関のパフォーマンスを比
較的容易に解析できるようにすれ
ば、結果的に研究費の透明性と発展
性を確保できる。図表 4、5 のよう
な研究者・研究機関・研究費・成
果とそのインパクトを結ぶ観点か
らの横断的な連携も検討に値する
のではないだろうか。
図表 4　 独自の研究者 IDを持つ主な政府機関系データベース
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　以上のようなデータベース横断
の統合解析手段が得られることで、
研究、研究者、あるいは研究機関
のパフォーマンスをより正しく測
ることが可能になる。例えば、そ
の是非はともかく、単位研究費あ
たりの論文生産数・被引用数・ア
クセス数などを個人や機関別に正
確に比較することは容易になる。
本来研究評価とは研究者集団が一
定の高い見識に基づいて、研究者
自身の主体性を持って判断する
（Peer Review）ものである。上記の
ようなパフォーマンス指標は、適
切に利用すれば、研究評価の客観
指標として役立つ可能性がある。
例えば、横断的に広い分野の多数
の若手研究者を迅速に評価する際、
あるいは自分の専門性から外れて
しまう領域の研究を評価する場合
には一定の力を発揮することが予
想される。指標の利点と限界を知っ
た上で、正しく補助的に利用する
ことが期待される。また、新しい
指標の継続利用が Peer Review に
実際どのような影響を与えていく
ことになるかは、今後注目される
点と言えるだろう。
　最後に、本稿執筆時点では、研
究業績を固定させるメディアとし
てはステイタスのある既存の論文
誌の重要性が変わっていないとし
ているが、冒頭に述べたような新
しいコミュニケーションを使った
情報交流が、いつどの分野で新た
なステイタスを確立し、最終的に
は研究費やポスト獲得に有効な業
績報告メディアとなるかという点
も注意深く見ていく必要があると
考えられる。
謝辞
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1  はじめに
科学技術動向研究
AAAS 科学技術政策
年次フォーラム（2009）報告
平野　章生
総括ユニット
　オバマ政権の 101 日目となる
2009 年 4 月 30 日から 5 月 1 日に
かけて、全米科学振興協会※ 1）（The 
American Association for the 
Advancement of Science：AAAS）
の年次フォーラム 1）が米国首都ワ
シントン DC で開催された。本フォ
ーラムは、主に米国を中心とする
科学、工学、高等教育機関等のコ
ミュニティが政策課題や科学技術
に関する国家予算等の概要を知り、
科学技術関係者間の議論や問題提
起を行うことを目的に毎年開催さ
れており、世界の主流とも言える
米国の科学技術政策の重点課題を
把握するために有用な場である。
参加者は、世界中の科学技術と政
策に関心を持つ科学者、同協会関
係者、政策立案者、学生等であり、
今年で 34 回目を迎えたが史上初め
て 600 名を超える参加があり、オ
バマ政権の科学技術政策に対する
高い関心が窺われた。
　本年度のフォーラムでは「世界的
経済不況下における科学技術の役
割」「米国 GDP の 3％以上に当た
る科学技術への巨額の増資とその
適切な使い道」「科学と既存メディ
アの現状と未来」などの内容につい
て議論が交わされた。初日に基調
講演、次年度研究開発予算注 1）とそ
の政治的背景の分析が行われ、 
2 日目に科学技術が現在の世界経
済下でどのような役割を果たすべ
きかというマクロな問題がディス
カッションされた。その他のテー
マとしては、現在深刻な問題となっ
ている地球温暖化がもたらす脅威
とその対応等が、環境問題も含め
て今後の科学技術の在り方を探る
ために熱心に討論された。
　以下は、2009 年と過去 3 回の本
フォーラムにおけるテーマである。
出典：AAAS科学技術政策年次フォーラムウェブサイト1）の各年プログラムより抜粋
（過去の会合概要については、参考文献2～ 4）を参照）
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図表 1　セッションテーマ（2006 ～ 2009 年）
※1　AAAS：1848 年に創立され、科学者間の交流と協力を促進し、同時に政府の政策立案者間との情報交換の場
を提供する等を目的とする非営利団体である。科学者・技術者・科学教育者・政策決定者など総計 14 万人以上の会
員を擁する会員制団体であり、Science 誌の発行元としても知られている。
■用語説明■
注1：例年、フォーラム前に公表される 2010 年度（2009 年 10 月～ 2010 年 9 月）の予算案の公表が遅れた。
科 学 技 術 動 向　2009年 7月号
20
2  基調講演
　AAAS 会長 Peter Agre 氏から、
基調講演者の John P. Holdren 氏に
ついて以下のような紹介があり、
大きな拍手で迎えられた。
　J.Holdren 氏は 2006 年 2 月から
2007 年 2 月まで AAAS 会長とし
て活躍され、翌年からは AAAS 理
事会議長として米国科学技術分野
において中心的な役割を担ってき
た人物である。現在はオバマ政権
下で科学技術担当大統領補佐官の
役職に就いており、同時に大統領
府科学技術政策局 5）（OSTP）局長
でもある。科学技術補佐官とは、
様々な政府関連機関と協力しつつ
科学技術政策に関連する分析を行
い、最終的に提言を纏め上げ、明
確に独立した立場から大統領と副
大統領に客観的なアドバイスを与
えることが主な役割である。
　オバマ政権の科学技術政策にお
いて重要な役割を果たしているの
が、科学技術の専門家である J.
Holdren OSTP 局長と上院により
承認された 4 人の局長補佐（科学、
技術 CTO、環境、国家安全・国際
情勢）であり、彼らによって重要な
研究テーマが選択のうえ決定され
ている（補足 1）。
2─1
講演の概要
　このフォーラムに先立つ 4 月 27
日開催の全米科学アカデミーで、
オバマ大統領は科学イノベーショ
ン計画の一環として、研究開発へ
の投資を現在の GDP 比 2.66% から
3% 以上に増加させると誓約した。
これは 1964 年の宇宙開発競争時代
の GDP 比 2.9% を凌ぐものである。
科学技術分野への投資額の大きさ
もさることながら、米国は政策的
観点から選択と集中により重点分
野を設け、効果的に科学技術の発
展を図っている。オバマ政権は、
特に基礎科学・応用研究の強化、
クリーンエネルギーを活用した経
済の実現に向けたイノベーション、
ヘルスケア制度の改善、科学の正
しい位置付け、数学・科学教育の
強化に対して重点的に予算配分を
行う方向性を持っており、国立衛
生研究所（NIH）、エネルギー省
（DOE）、国立科学財団（NSF）、海
洋大気局（NOAA）、航空宇宙局
（NASA）、国防総省（DOD）のすべ
ての機関へ予算の増加が行われて
いる。
気候変動問題における方針転換
　基調講演の主題の一つは世界を
取り巻く気候変動問題であり、こ
の問題に「米国は世界の統率者た
りえても、遅れを取ることは許さ
れない」と J.Holdren 氏は述べた。
米国の気候科学者たちは 2009 年
12 月にコペンハーゲンで開催され
る第 15 回気候変動枠組み条約締
約国会議（COP15）6）に向けて十分
な準備をしており、米国が事前に
気候変動とエネルギーに関する国
内政策を承認することで、当会議
における米国の発言力を強めるこ
とができる。「エネルギーなくし
て経済は成り立たない、気候なく
して環境は成り立たない、そして
経済と環境なくして健康な社会は
成り立たない」と環境問題に対す
る取り組みの重要性が繰り返し述
べられた。
エネルギーへの積極投資
　「米国では原油の 85% を海外に
依存しており、この状況を一夜に
して変化させることは不可能であ
る。現時点で我々にできることは
現在使用している既存オプション
を改善することから始めなければ
ならない。」オバマ政権下での科学
技術の焦点は、ビル（エネルギー高
効率ビルディングシステム）や車の
製造、プロセスの開発、その他の
エネルギー効率の最適化、研究開
発のスピードと再生可能エネル
ギー技術であり、代替エネルギー
への転換は期待していたよりいく
らか遅いものとなるが、結果とし
ては非常に大きなレベルに成長す
るだろう。そのためには、安全な
次世代原子力技術などの従来のエ
ネルギー源に対して注意を払わな
ければならない。
　また、地球気候変動問題への対
応としてクリーンエネルギー戦略
を推進するために、そして経済危
機を克服するためにエネルギー分
野だけで 10 年間に 1500 億ドル（約
15 兆円）を投入してグリーン内需
を拡大し、500 万人の雇用を生み
出す。
 
基礎科学の強化―子どもたちの基
礎教育の重視、改善
　オバマ大統領は、「米国の子ども
たちの基礎教育（科学、技術、エン
ジニアリング、数学）段階において、
世界のトップレベルを取り戻す」と
いうSTEM基礎教育プログラム※2）
を拡大するとし、今後 5 年間で基
礎教育の改善に 15 億ドルの投資を
する注 2）。
　しかし、上記のようなオバマ大
統領の科学技術に対する意欲的な
姿勢（国費の投入）は現在の経済状
況を考慮すれば困難であることは
疑いなく、そのためには政権と議
会との綿密な協力が不可欠である
と述べた。
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3  2010 年度連邦政府予算に関する講演注 3）
　Bart Gordon 下院議員（米国下
院科学技術委員会委員長）は、オ
バマ政権下での科学技術の予算増
加の恩恵にあずかる国内の科学者
に警鐘を鳴らし、国が高等研究機
関に巨額の予算を割り当てる一方
で、経済状況の逼迫した地元の小
学校が通学バスの運行を予算の関
係から中断せざるを得ず、地元住
民の陳情を受けた事例を紹介した。
研究開発などに予算を割くのは国
民の未来のためにも大変有意義な
ことではあるが、限られた予算の
中から資金を得るため、国内の科
学者や技術者は広報活動を強化し、
自分たちの仕事の内容を市民一般
に伝えるとともに、国民生活の現
状に対してもっと注意を向ける必
要があると述べた。また、先端研
究プロジェクト庁―エネルギー
（Advanced Research Projects Agen-
cy─Energy：ARPA─E）9）、※ 3）につ
いても言及し、新しいエネルギー
技術を開発するために国の何人か
の最高研究者を大いに勇気づける
ものであると説明した。ARPA─E
はエネルギーの輸入削減、エネル
ギーの効率化、温暖化ガス等の排
出削減を目標としており、予算面
では 2009 年包括歳出予算法 10）に
おいて 1500 万ドルが措置され、米
国再生・再投資法において 40 億ド
ルが配分されることになる注 4）。
　Stanley Collender 氏（Qorvis 
Communications社ワシントンオフィ
ス常務）は、科学技術への財政上や
政治上の支援が確実なものではな
いという見解を示した。オバマ政
権下における科学技術予算の増加、
大統領のイニシアチブ、STEM 基
礎教育プログラムへの投資は必ず
しも長く続かない可能性があると
警告した。また、S.Collander 氏は、
今回の財政刺激プランが現在の経
済不況に対して有効であるなら、
それは議会や大統領に対する空前
の赤字支出削減へのプレッシャー
になり、抑圧された経済状態は科
学技術の良い傾向に対して反動を
引き起こすかもしれない注 5）との見
解を述べた。オバマ大統領が 「2013
年までに財政赤字を 5000 億ドルま
で削減する」と公約をしているた
め、昨今の経済情勢や財政赤字の
下、現実としてどこまで予算増が
継続されるか、今後の動向が注目
されると述べた。科学と工学のリー
ダーたちは、今回の科学技術分野
への追い風を一時的なものとしな
いために、科学技術の真の価値を
一般国民に伝え、より良い結びつ
きを築き上げるため努力をするべ
きであると促した。
　Albert H.Teich 氏（AAAS の科学
政策プログラムディレクター）は、
2009 年の予算と景気刺激対策は主
要な科学問題に関する新しい責任
と資金注入を米国内科学界にもた
らしたと述べた。エネルギー、気候、
自然科学、生物医学研究などの分
野の 2009 年予算編成において、景
気刺激法による景気刺激対策資金
を含む総研究開発予算は 1720 億ド
ルであり、これは 2008 年の支出に
対して大幅な増加である。この予
算増加分の多くが今回は、近年研
究開発の目的を支配しつつある国
防分野外の研究に充当された。エ
ネルギー省（DOE）の予算を含んで
いない段階でさえ、エネルギー調
査のための予算は 21% 増加し、エ
ネルギー省全体に対する資金は約
15% 増加した。今回の景気刺激対
策資金を含めば、国立科学財団
注2：オバマ大統領は教育改革を重要政策課題としており、その意味において研究開発予算と言うよりも、研究開発・
教育予算と呼ぶほうがふさわしいように思われる。
注3：例年、フォーラム前に公表される次年度の予算案 8）の公表が遅れたために、本フォーラムの各講演では予算
額に関する具体的な言及はなかった（具体的な数字等に関しては文末の補足 2 を参照されたい）。
注 4：2010 年度予算案では 1 億ドルが、他のエネルギー省予算と区別されたエネルギー変容加速基金（Energy 
Transformation Acceleration Fund）を通して配分される。
注5：財政刺激策プランにより景気が回復すれば、財政赤字削減を理由として、科学技術に対する予算の大幅な増
加が減少に転ずることを示唆している。
※ 2　STEM 基礎教育プログラム：オバマ政権下で推進されている科学教育プログラムであり、Science, 
Technology, Engineering and Mathematics（STEM）の科学技術と密接に関連のある 4 科目（科学、技術、エンジニア
リング、数学）の履修内容改善などに重点的に取り組む政策である 7）。
※3　ARPA─E：代替エネルギー開発へのサポートを充実させ、米国の経済自立、エネルギーセキュリティの強化を
目的として設立され、エネルギー技術開発において長期間にわたる高いリスクの技術的障壁を克服することを目指すも
のである。
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（NSF）、エネルギー省（DOE）科学
室、および国立標準技術研究所
（NIST）は今後の 7 ～ 10 年間で予
算が倍増するペースである。同氏
は、GDP 比 3％以上を研究開発の
ための支出に割り当てるというオ
バマ大統領の取り組みは、国内企
業の革新的な活動も後押しすると
強調した。
　図表 2 は 2009 年度の景気刺激策
を反映させた予算分配状況である。
図表 2　米国の 2009 年度予算分配表（景気刺激策含む）
出典：Albert H.Teich 氏講演スライド
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 FY 2009 R&D Appropriations (as of 2/09 excl. stimulus)
Percent Change from FY 2008 (as of FEBRUARY '09)
Source: AAAS estimates of R&D in the FY 2009 omnibus / continuing resolution.
Excludes supplemental (stimulus) appropriations in ARRA (P.L. 111-5).
DOD "S&T" = DOD R&D in "6.1" through "6.3" categories plus medical research. 
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DOE：エネルギー省、DOT：運輸省、DHS：国土安全保障省、NOAA：海洋大気局、
NIST：国立標準技術研究所、VA：退役軍人省、NSF：国立科学財団、DOD：国防総省、
USGS：米国地質調査所、NASA：航空宇宙局、USDA：農務省、NIH：国立衛生研究所、
EPA：環境保護庁
4  その他の講演およびパネルディスカッション
4─1
世界経済の課題と
科学技術の役割
　AAAS 国際部門チーフである
Vaughan Turekian 氏の司会のも
とに、世界各国から集まった科学
技術政策に造詣の深い知識人が「国
際的不況下における科学技術の役
割」について語り合った。Cathleen 
A.Campbell 氏（米国市民研究開発
財団代表）は世界各国の政府はこの
経済的不況に対して積極的に研究
開発への支援を増やしていると述
べ、Alfred Watkins 氏（ 世 界 銀 行
科学技術プログラムコーディネー
ター）は発展途上国も科学の重要性
については認識しているが、問題
は発展途上国の科学者が国の政策
者に訴えかける機会がほとんど無
く、これに対する先進国の助けを
必要としていると述べた。このよ
うな状況に対して、C.Campbell 氏
は同氏の所属機関である米国市民
研究開発財団が発展途上国の科学
者に向けて正しい科学的な知識を
伝え、A.Watkins 氏は世界銀行が
発展途上国に対して科学のインフ
ラ整備のための援助を行っている
ことを紹介した。James Wilsdon
氏（英国王立協会の科学政策セン
ターディレクター）は、科学技術が
人々の要求するスピードでは結果
を生み出すことができていないた
めに、発展途上国の多くの人々が
科学の必要性を身近に感じなく
なっていると述べた。我々科学者
は発展途上国の人々に、清潔な飲
み水の確保や食料安全保障の問題
に対して科学技術の果たすべき役
割を認識してもらうように働きか
けなければならないと語った。
　有本建男氏（（独）科学技術振興機
構社会技術研究開発センター長）
は、現在の世界的経済不況下にお
ける日本の科学技術関係者のとる
べき態度に関して下記のようなコ
メントを行った。世界では科学技
術を核とした企業が重要な役割を
担っており、経済不況は新しい経
済モデルを構築するチャンスであ
る。この経済不況に、日本はイノ
ベーションで対応し、低コストで
再生可能なエネルギーを中心とし
た社会の構築を、日本が持つ世界
最先端の科学技術で実現していか
なければならない。一方で、教育・
科学技術システムにおける様々な
交付金、基金、奨学金、および研
修制度なども、社会経済的な危機
とその後の世界に対応するために
再構築していかなければならない
と述べた。
4─2
科学ジャーナリズムの未来
　Eli Kintisch 氏（Science 誌レポー
ター）の司会により、「既存のメディ
アと科学技術の共存は可能か」との
問題について科学ジャーナリスト
が 語 り 合 っ た。Dan Vergano 氏
（USA Todayレポーター）とCristine 
Russell 氏（ハーバード大学科学国
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際関係 Belfer センターシニアフェ
ロー）は科学ジャーナリズムの未来
に関して、短期的な見通しをすれ
ば悲観的にならざるを得ないと
語った。市民がインターネットを
通じて最新の科学知識を簡単に収
集できるようになり、新聞などの
一般的な報道媒体はもはや唯一の
報道手段ではなくなった。以前に
比べて科学を専門に扱う記者が
減ってきており、インターネット
などを通じて豊富な科学的教養を
得ている現代の読者の要求に見合
う内容の記事を書くことが難しく
なってきていると述べた。Joann 
Rodgers 氏（ジョンホプキンス医療
機関メディア・パブリック部門
ディレクター）は、大学や他の高等
科学研究機関は従来の科学ジャー
ナリストたちとの関係のほかに、
自らのホームページやブログなど
を通して市民に直接情報を提供す
るようになってきていると述べた。
Chris Mooney 氏（サイエンスプロ
グレス誌寄稿編集者）はインター
ネット上の膨大な科学知識のス
トックは従来の科学ジャーナリズ
ムを壊滅に追いやるだろう、市民
は個々の持つ科学知識に対する観
念を補強するためにオンライン上
の科学知識を追い求めるだろうと
の見解を示した注 6）。
4─3
気候変動がもたらす世界的な
健康状態への影響
　現在の科学技術に関する 3 つの
パネル（研究開発に対する組織的な
投資、まだ見ぬ科学技術の統制、
気候活動がもたらす世界的な健康
への影響）が組まれた。
　その中の気候変動科学プログラ
ム（Climate Change Science Pro-
gram：CCSP）11）、※ 4）の一環として、
現在の化石燃料の使用により深刻
化する世界的な気候変動問題が及
ぼす健康状態に関するパネルは、
近年にないテーマであり、注目さ
れた。モデレーターの Sharon H．
Hrynkow 氏（国立衛生研究所アソ
シエイトディレクター）はパネルの
冒頭で、「科学者には気候変動に
よって引き起こされる、直接ある
いは間接的な影響を政策立案者に
報告する重要な役割がある」と述べ
た。
　Kirk R. Smith 氏（カリフォルニア
大学バークレー校国際環境衛生学
教授）は、発展途上国で使用される、
木や石炭などの伝統的な燃料が不
十分な燃焼により二次的有害ガス
を放出し、大気汚染を悪化させると
いうサイクルを形成しており、この
大気汚染の影響が発展途上国にお
ける肺炎、出生時の低体重、肺がん、
心臓病、盲目、160 万人もの若死に
対して免疫学上の強い関連がある
と指摘した。太陽および水力発電、
その他の非炭素燃料のようなク
リーンエネルギー源を発展途上地
域にもたらすことにより、その地域
に暮らす人々の健康を大いに改善
することができると述べた。
　Carlos Corvalán 氏（環境疫学者）
は、衛生問題と密接に関連する
88% の病気が地球規模の気候変動
により大きく増加しており、特に発
展途上国に住む 5 歳以下の子どもの
健康がもっとも大きく被害を受け
ていると述べた。毎年、栄養不良に
より 350 万人、下痢や脱水により
220 万人、マラリアにより 90 万人
の人々が亡くなっている。衛生状態
の悪さが引き起こす病気は、地域の
温度と降水量に非常に敏感である。
地球温暖化などの気候変動問題に
世界的な関心を向けることは、発展
途上国に住む人々の死亡率を減少
させることに繋がると述べた。
　Daniel Greenbaum 氏（健康効果
学会会長）は、オゾンが現在のス
モッグを構成する主な成分であり、
気候変動に関連する地表温度の上
昇がオゾンの生成を助長しており、
特に最近の研究成果として、地表
近くのオゾンが人体にもたらす悪
影響として気管の炎症や肺機能の
低下などがあることが判明したと
述べた。また、気候変動に関する
オゾンの研究成果による新しい知
見が、既存の気候変動問題をさら
に複雑にする要因であると述べた。
　Reid Detchon 氏（国連財団エネル
ギー・気候部エグゼクティブディ
レクター）は、2007 EPA MSAT 
rule（Mobile Source Air Toxics）12）
に基づき、ガソリンに含まれている
芳香族化合物を削減する重要性や、
バイオ燃料の導入について言及し
た。ガソリン中にはベンゼンなどの
発がん性物質が含まれており、環境
や健康への悪影響が大きい。プラグ
イン電気自動車の導入やバイオ燃
料の使用で温室効果ガスを現在よ
りも 1/3 削減できると予想される。
今後はガソリンをバイオ燃料に置
き換えることを積極的に進めるた
めに、大気モデルの研究や、PM2.5
（超微粒子）の健康影響などの研究が
特に重要だと語った。
注6：既存のジャーナリズムはグローバリズムと IT 革命という新しい環境に直面しており、そのあり方を再構築し
なければならない時期が来ていると言える。
※4　気候変動科学プログラム：米国の 13 の連邦機関が行う地球規模の環境変化に関する研究を統合し、気候変動
や環境システムの変化がもたらすリスクと機会に対応すべく、科学的知見を国民に提供することを目的として設立
された。対象プログラムは、統合的地球システム分析能力開発、1979 年以降の大気および海洋の状況に関する詳し
い統計の作成、全域にわたる水理予測・応用能力開発、高緯度システムにおける炭素サイクル研究の向上などである。
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4─4
今後推進すべき科学技術政策
　20 世紀後半にエネルギー安全保
障で重要な役割を果たし、アイゼン
ハワー大統領の科学顧問であった
Richard L. Garwin氏（IBM名誉フェ
ロー）が講演を行った。これまでの
米国の経済成長は、消費主義によっ
てもたらされた結果であり、金融機
関における 100 万ドルを超える給
料やボーナスなどの誘惑が公的機
関から民間企業への人材流出を引
き起こした。同氏は、米国の研究開
発の支出を現在の GDP 比 2.66% か
ら 3% 以上に引き上げるというオバ
マ大統領の公約に関して、この公約
は景気刺激を促すだろうと述べた。
また、代替エネルギーとして未来の
エネルギー技術開発に触れ、原子力
の技術開発だけではなく、利用可能
な他のエネルギーオプションも推
進すべきであると述べた。各国は、
現在地球規模で直面している問題
に対し、今までに無い新しいアプ
ローチにより革新的な対応をとら
なければならない。その課題解決の
ための回答を得るために、政策者は
これまでより効率的で洗練された
コンピューターモデリングによる
分析を駆使しなければならないと
述べた。
4─5
カナダのアクションプラン
　Gary Goodyear 氏（カナダ政府科
学技術担当国務大臣）は、カナダ国
内における経済不況対策として、短
期間で雇用創出を図ることを述べ
た。一方、科学技術の長期的成長を
促進するために、科学上の発見に対
して国を挙げて積極的な投資を行
うと語った。カナダ政府はこの世界
的な経済不況をむしろ優秀な人材
確保の好機と捉えている。同氏は、
世界中から選りすぐられた 166 人の
博士課程の学生に対して、年間 5 万
ドルの奨学金を向こう 3 年間授与す
る「ヴァニエ奨学金（Vanier Canada 
Graduate Scholarships）」13）を紹介
し、カナダ政府の科学技術に対する
これまでにない積極的な支援の姿
勢をフォーラムの場でアピールし
た。また、Peter Agre 氏（AAAS 会
長）との対談では、米国とカナダが
これまでの協力的な関係を維持し、
両国がこれからの科学技術の発展
に対して惜しみない支援をしてい
く姿勢を確認し合った。
　2009 年の本フォーラムの特徴
は、百年に一度とされる世界規模
での経済危機が大きな問題として
取り扱われたことである。「経済危
機に対して科学技術が果たすべき
役割は何か」との主催者からの問い
に対して、科学技術を経済刺激対
策の核とすべきという意見などが
活発に述べられた。5 月 7 日に発
表された 2010 年度連邦政府予算案
における研究開発投資額は 1476 億
ドルであり、前年度に比べ 5 億
5500 万ドル（0.4％）の増である。こ
の不況下においてもオバマ新政権
は意欲的な科学技術政策をとって
おり、これは取りも直さず、科学
者および技術者への期待と信頼の
表れと言える。
　科学者と技術者はその期待に応
えて活発な研究開発を行い、優れ
た成果を上げると共に、常日頃か
ら一般国民、つまり納税者に対し
て、自らの研究活動の真の意味と
価値について理解を得る努力をす
べきであり、説明責任を負ってい
ると言える。科学技術はより一層
高度で複雑になってきており、国
家による財政的な支援も必要とさ
れているが、もし科学技術が社会
の幸福のために役立っているとい
う成果を示すことができなければ、
科学技術予算の拡大は一時的なも
のになる可能性があると思われる。
　本フォーラムでは気候変動問題
や代替エネルギー問題も優先的に
取り組むべき科学技術の課題とし
て挙げられた。オバマ大統領はク
リーンエネルギー戦略を推進し経
済危機を克服するためにグリーン・
ニューディール政策14）を打ち出し、
環境と経済の両方の危機を合わせ
て克服していこうとしている。
　米国の科学技術界は、持続可能
な社会の構築という長期的な課題
に対して、大統領の強いリーダー
シップのもと科学技術者全体の勢
力を傾け一体となって取り組むと
いう姿勢を強く打ち出している。
また、大統領の科学技術政策を強
力にバックアップしているのが、
OSTP の J.Holdren 局長のような科
学技術の専門家であり、科学コミュ
ニティと政策権者との良好な関係
が現在の米国の科学技術の推進力
になっており、これが米国の強み
である。
（補足1）2009 年 5 月 1 日発行のサ
イエンス誌の中で、John P. Holdren
氏はオバマ政権の「5つの挑戦」と「5
つの成功のための基盤」について以
下のように述べている。
　オバマ政権の「5 つの挑戦」とは、
（1）景気回復と成長のための科学技
術の適切な利用法の選択、（2）国民
5  所　感
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の健康の促進、（3）グリーンジョブ
（雇用）や新規ビジネスを生み出し、
同時にエネルギー輸入と気候変動
の危険性を減少させるエネルギー
の技術革新の推進、（4）生物の絶滅
危機、天然資源の確保などを環境
保護の観点からの対処、（5）国土安
全保障の継続的な支援、である。
　科学技術政策のための「5 つの成
功への基盤」とは、（1）基礎研究に関
わる諸機関のキャパシティと研究能
力の増強、（2）基礎教育から大学院
までの科学、技術、工学、および数
学教育（STEM）の内容改善、（3）情
報（通信）保護、コミュニケーション、
交通インフラの改善、（4）宇宙開発
分野における最先端の技術保持、（5）
科学的安全性に関する適切なガイド
ラインのサポートと国際的な研究協
力発展のための海外研究者へのビザ
手続きの効率化、である。
（補足2）2009 年 5 月 7 日、2010 年
度（2009 年 10 月～2010 年 9 月）予算
に関する大統領案が発表された。15）
　2010 年度連邦政府予算における
研究開発投資額は 1476 億ドルで、
対前年度歳出予算法の額に比べ 5
億 5500 万ドル、0.4％増である。
なお、2009 年度歳出予算、および
米国再生・再投資法を合わせた額
は 1654 億ドルとなっている。
○景気回復策として、2009 年度包
括歳出法、米国再生・再投資法
で積極的な研究開発投資を行っ
てきたが、2010 年度予算におい
てもこの姿勢を継続している。
○ 2010 年度予算において 4 つの優
先的な重要研究開発分野を設け
ている。
①繁栄する米国のための科学への
投資
　国立科学財団、エネルギー省科
学室、商務省国立標準技術研究所
の 3 つの基礎研究関係機関の予算
を2016年までに倍増させる。また、
研究者のキャリアの初期段階に対
する支援も増加させる。
②クリーンエネルギーの未来
　グリーン関連の職を生み出し、
気候変更への影響を低減させる新
たなエネルギー経済をもたらす。
そのための研究開発投資として、
先端バッテリー、個体照明、太陽
エネルギー、バイオマス、地熱、
風力などの再生可能エネルギーお
よびエネルギー効率化技術などを
支援する。
③全ての米国民の健康な生活
　保健研究開発は、全ての米国民
の永い寿命と健康な生活を促進さ
せるために重要な知識と技術であ
り、生物医学および保健研究への
投資が健康のアウトカムをもたら
す。健全な生命・生活と疾病予防
の促進に重点を置く。
④安全で安心な米国
　自然および人工への脅威の予
防・防止、その影響の最小化や早
期の回復への期待を与える。対抗
手段開発への投資による、新たな
生物兵器防衛のための医薬品、ワ
クチン、防衛機能の開発を加速化
させる。
○基礎研究を担う下記の 3 主要機
関に予算の重点配分を行う。
〔国立科学財団（NSF）：8.5％増、
70.45 億ドル〕
・大学院生研究フェローシップの
3 倍増の計画（2013 年度までに
3000 人）を実現するための予算
を措置
・ハイテク分野のテクニシャンの
教育の強化とハイリスク研究へ
の重点投資
・気候変動教育プログラムの創設
〔エネルギー省（DOE）科学局：3.5％
増、49.42 億ドル〕
・クリーンエネルギー開発関係予
算への重点投資
・国際熱核融合実験炉（ITER）16）事
業関係は 135 百万ドル
〔商務省標準技術研究所（NIST）：
1.2％増、652 万ドル〕
・研究所の研究能力を高めるため
の施設および設備整備
・次世代マニュファクチャリング技
術プログラム（Technology Inno-
vation Program と Manufactur-
ing Extention Partnership）17）
　そのほか、国立衛生研究所（NIH）
は 1.4％増の 308.38 億ドル、航空宇
宙局（NASA）は 5.1％増の 186.86 億
ドルである。
参考文献
1）　AAAS 科学技術政策年次フォーラムのサイト：http://www.aaas.org/spp/rd/forum.htm
2）　横尾淑子、「AAAS 科学技術政策フォーラム報告」、科学技術動向 No.87、2008 年 6 月
3）　光盛史郎、「AAAS 科学技術政策フォーラム報告」、科学技術動向 No.75、2007 年 6 月
4）　浦島邦子、「AAAS 科学技術政策年次フォーラム報告」、科学技術動向 No.63、2006 年 6 月
5）　大統領府科学技術政策局（Office of Science & Technology Policy：OSTP）のサイト：http://www.ostp.gov/
6）　COP15 のサイト：http://en.cop15.dk/
7）　OSTP 発表資料：Science, Technology, Engineering and Mathematics（STEM）Education in the 2010 Budget：
http://www.ostp.gov/galleries/budget/stem.pdf
科 学 技 術 動 向　2009年 7月号
26
8）　大統領府予算管理局のサイト：http://www.whitehouse.gov/omb/
9）　米国エネルギー省　ARPA─E のサイト：http://arpa-e.energy.gov/
10）　http://www.dol.gov/ebsa/COBRA.html
11）　米国気候変動科学プログラム（Climate Change Science Program：CCSP）のサイト：
http://www.climatescience.gov/default.php
12）　http://www.epa.gov/otaq/toxics.htm
13）　Vanier Canada Graduate Scholarships のサイト
http://www.vanier.gc.ca/nr-co/nr-co-20090430-eng.shtml
14）　http://www.postcarbon.org/green_new_deal
15）　米国の科学政策（Science Policy in the U.S.A.）の「2010 年度予算論議」のサイト：
http://homepage1.nifty.com/bicycletour/sci-ron.2010budget.htm
16）　国際熱核融合実験炉（ITER）のサイト：http://www.naka.jaea.go.jp/ITER/index.html
17）　次世代マニュファクチャリング技術プログラム（Technology Innovation Program と Manufacturing Extention Partner-
ship）のサイト：http://www.nist.gov/tip/　  http://www.mep.nist.gov/
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No 掲載号 題　　　　名 著　　者
1 2001-4 移動通信システムの研究開発動向 清貞智会・山田　肇
2 2001-5
ヒトゲノム解読を巡る国際解析チームとセレラ社の動向及びわが国の今後の動き 茂木伸一・庄司真理子・蛯原弘子・
長谷川明宏
次世代 LSI用リソグラフィー 技術の研究開発動向 小笠原敦
日米欧の政府 R&D 予算に関する政策動向 清貞智会
3 2001-6
可燃性廃棄物を熱利用する廃棄物焼却処理技術の動向と課題 根本正博・吉川邦夫
米国の新国家エネルギー政策 ─供給重視の論理と各エネルギー源の位置付け─ 大森良太
米国の科学技術政策動向 清貞智会
4 2001-7
次世代 Si-MOS デバイスの研究開発動向 小笠原敦
新規超伝導体 MgB2 と研究開発動向 名嘉　節
カーボンナノチューブ製造技術開発の動向 多田国之
5 2001-8
遺伝子組換え植物・食品に関する動向 庄司真理子・長谷川明宏・茂木伸一
光通信技術の研究開発動向 松久保雅弘
カリフォルニア州技術革新イニシアティブの動向 清貞智会
6 2001-9
猛威を振るうコンピュータウィルス 山崎哲也
環境中の微量有害物質の計測に関する動向 高野潤一郎
カナダの科学技術政策動向 小笠原敦
米国 2002 年度政府 R&D 予算編成の動向 清貞智会
7 2001-10
スーパーコンピュータの動向 亘理誠夫
サイバーセキュリティ対策 ─国家の重要インフラをいかにサイバー攻撃から守るか─ 清貞智会・山田　肇
8 2001-11
再生医学の最近の動向 ─幹細胞を用いた再生医学について─ 蛯原弘子・茂木伸一
科学コミュニケーションの動向 ─科学ジャーナルを取り巻く状況─ 名嘉　節・清貞智会・山田　肇
わが国の研究成果（論文）に対する国際評価 ─日本発の“一流論文”の増加─ 清貞智会・富澤宏之
9 2001-12
バイオインフォマティクスの動向 庄司真理子・茂木伸一
マテリアル・シミュレーションの動向 ─第一原理計算を中心として─ 高野潤一郎
バイオエネルギー利用の動向と展望 大森良太・長谷川明宏・根本正博
10 2002-1
第三の生命鎖糖鎖とポストゲノム解析 庄司真理子・蛯原弘子・茂木伸一
次世代デバイスの研究開発動向（IEEE IEDM より） 小笠原敦
11 2002-2
痴呆研究の動向 ─アルツハイマー病を中心に─ 蛯原弘子・茂木伸一
米国 R&D 政策動向 ─連邦政府 R&D 予算配分に見る重点領域の推移─ 清貞智会
12 2002-3
機能性食品の研究開発の動向 長谷川明宏・茂木伸一
音声認識・合成と自然言語処理の研究開発動向 ─人に優しいヒューマンインター
フェ スー実現への課題─ 亘理誠夫
汚染された土壌環境の対策技術の動向 宮本和明
フランスの科学技術・イノベーション政策動向 ─産学官ナノテクノロジー・イノベー
ションセンター・プロジェクト MINATEC ─ 小笠原敦
13 2002-4
がん研究の最近の動向 ─分子標的治療法とトランスレーショナルリサーチ─ 庄司真理子・茂木伸一
量子コンピュータの研究開発動向 山崎哲也
ナノバイオロジーの動向 名嘉　節・多田国之
災害シミュレーション技術の動向 山口充弘
米国科学技術政策の最新動向 ─ 2002 年 AAAS 年次コロキウム速報─ 清貞智会
平成 14 年度科学技術関係予算編成の概要 横尾淑子
14 2002-5
有機合成化学研究の動向 茂木伸一・庄司真理子・長谷川明宏・
多田国之
高レベル放射性廃棄物処分の動向と課題 ─技術的および社会的諸相を巡って─ 大森良太
分散型電源の動向について 宇都宮博
1号～100 号　掲載レポート一覧
特別記事
掲載：http://www.nistep.go.jp/achiev/results02.html
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No 掲載号 題　　　　名 著　　者
15 2002-6
分子植物科学の動向 長谷川明宏・茂木伸一
ブロードバンド時代におけるデジタルコンテンツ流通と著作権管理技術 山崎哲也
CO2 地中貯留技術を中心とした温暖化対策技術の開発動向 宮本和明
16 2002-7
免疫学の最近の動向 庄司真理子・茂木伸一
LSI技術の研究動向 ─ VLSIシンポジウムとシリコンナノエレクトロニクスワーク
ショップの発表より─ 山崎哲也
微細結晶粒金属材料の研究開発動向 ─次世代高強度材料を目指して─ 玉生良孝・緒形俊夫
自己組織化材料研究の動向 高野潤一郎・小口信行
17 2002-8
ヒートアイランド対策技術の研究動向 ─エネルギー利用の視点からの分析─ 根本正博・小林博和
科学技術関連コンテストに見る我が国の現状 横尾淑子・横田慎二
18 2002-9
バイオリソ スー（生物遺伝資源）の現状と将来 長谷川明宏・茂木伸一
グリッド技術の動向 ─次世代インターネット利用の中核技術になるか─ 亘理誠夫
MEMS 研究の新展開 奥和田久美
19 2002-10
生命科学の研究人材の育成および教育の在り方 庄司真理子・茂木伸一
エコマテリアルの動向 ─地球環境問題への材料学のアプローチ─ 西村　睦・多田国之
化石資源を用いない水素製造技術 ─持続可能な水素エネルギーシステムへの鍵─ 大森良太
20 2002-11
情報通信分野におけるアクセシビリティに関する研究開発と標準化の動向 山田　肇・山崎哲也
エアロゾルの地球温暖化への影響の研究 ─残された課題への取り組み─ 根本正博・小林博和
単電子エレクトロニクス研究の動向 ─半導体集積回路の限界は突破できるか─ 小口信行・高野潤一郎
水循環を基本とした総合水管理に向けた研究動向 山口充弘
21 2002-12
ドラッグデリバリーシステム（DDS）の研究開発動向 丸山典夫・多田国之
光触媒利用技術の現状と展望 羽田　肇・多田国之
若手研究者の活性化を促進する競争的研究資金（研究グラント）の整備の必要性 伊藤裕子
22 2003-1
RNA 研究の動向 庄司真理子・茂木伸一
バイオインフォマティクスの技術動向 乃木　篤・香月祥太郎
循環型社会の構築を目指した廃棄物処理の技術開発と研究動向 根本正博・吉川邦夫
23 2003-2
「脳科学と教育」研究の動向 茂木伸一・庄司真理子
燃料電池自動車普及の鍵を握る水素貯蔵技術 玉生良孝・緒形俊夫
2004 年度米国大統領予算教書に見るR&Dプライオリティの変化 清貞智会
24 2003-3
英国のヒト胚に関わる管理システム成立の背景と機能の実際 ─我が国における生
命科学技術の社会的ガバナンスシステム構築のために─ 牧山康志
高信頼ソフトウェア技術の研究動向 ─ソフトウェア基礎技術の確立に向けて─ 亘理誠夫
民生部門における省エネルギー技術の現状と今後の方向性 宮本和明
25 2003-4
ブレインイメージング：神経疾患の診断・治療に向けた非侵襲技術応用研究の体制
強化の必要性 矢野良治
分散型電源を用いた電力供給システムの構築 ─我が国の地域特性に応じたシステ
ムの構築を目指して─ 橋本幸彦
シリコン半導体デバイス研究に対する大学の関わり 奥和田久美
米国の科学技術政策動向 ─ 2003 年 AAAS 年次コロキウム速報─ 清貞智会
26 2003-5
エピジェネティック・がん研究の必要性 ─ポストゲノム時代のがん研究─ 伊藤裕子
RFID の動向 小松裕司・山田　肇
革新的原子炉としての高温ガス炉の研究開発動向 大森良太
27 2003-6
昆虫を用いた生命科学研究の動向 茂木伸一・島田純子・竹田　敏
Futur ─ドイツにおける需要側からの科学技術政策の展開─ 丹羽冨士雄
28 2003-7
人間中心のユビキタス・コンピューティングへ向けて ─パラダイム変化を国際技術
競争力向上のチャンスに─ 亘理誠夫
材料の国際標準化からみた国際戦略の現況と課題 緒形俊夫・玉生良孝
29 2003-8
ゲノム構造解析技術の研究開発の必要性 島田純子・茂木伸一
外科手術支援ロボットの導入と開発の動向 奥和田久美
30 2003-9
グライコインフォマティクス展開の必要性 辻　崇一・島田純子
ロボット技術の研究開発動向 ─生活支援ロボット実用化促進に向けて─ 小松裕司
原子力分野における人材育成の必要性・現状・課題 大森良太
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No 掲載号 題　　　　名 著　　者
31 2003-10
ブロードバンド時代の次世代コンテンツ配信技術 小笠原敦
世界における上下水道処理技術と水事業民営化の動向 浦島邦子
32 2003-11
情報システム構築の品質・信頼性向上のために ─上流工程の“ビジネスルール”と
要求工学を検討する─ 黒川利明
地球監視・観測衛星の動向 ─衛星の縦列編隊飛行による監視・観測の高度 
化─ 小林博和・浦島邦子
33 2003-12
インターネットルータの技術動向 ─次世代通信インフラの整備に向けて─ 藤井章博
新計測技術：マルチプローブシステム ─ナノ・生体材料の機能の直接計測を目指し 
て─ 長谷川剛・多田国之
企業の科学技術人材における女性比率の拡大 ─ EU の政策と日本の課題─ 伊藤裕子
34 2004-1
米国国立衛生研究所（NIH）の生物医学研究推進に向けた戦略（NIHロードマップ） 島田純子
光ディスク産業の最新動向 ─日本企業の優位性と中・米連携標準化の新しい動き─ 立野公男
発電用ガスタービン高効率化に向けた耐熱材料の開発動向 玉生良孝
米国「21世紀ナノテクノロジー研究開発法」における注目点 奥和田久美
35 2004-2
化学物質の生態リスク評価に関する近年の動向 ─化学物質審査規制法の改正を迎え
て─ 五箇公一・浦島邦子
パワーエレクトロニクスによるエネルギーインフラの強化に向けて 橋本幸彦
研究開発プロジェクトの評価 ─ヨーロッパの事例─ 山田　肇
36 2004-3
半導体製造技術の研究開発動向 ─近年の国際会議での発表等から─ 小松裕司
化学物質の健康影響評価における緊急の課題 青木康展
37 2004-4
感染症研究の現状と方向性 ─分子レベルの感染・発症メカニズムの解明に向けて─ 島田純子
計算機科学の研究動向と日本の課題 ─国際級学術賞から─ 藤井章博
38 2004-5
人クロ ンー胚の作成と利用 ─治療的クロ ンー（therapeutic cloning）をめぐる現状─ 牧山康志
半導体微細加工装置技術の最新動向 ─開発研究における日本の産学連携への提
言─ 立野公男
“知的コンピューティング”に向けた研究動向 ─認知科学と人工知能の複合領域研
究の推進─ 亘理誠夫
米国の科学技術政策動向 ─ AAAS 科学技術政策年次フォーラム速報─ 伊神正貫
39 2004-6
遺伝子サイレンシング研究の動向 伊藤裕子
情報処理教育カリキュラムの動向と課題 藤井章博
世界をリードする日本型ゼロエミッション・システムの動向 ─素材型産業を中核と
する循環の形成─ 大迫政浩・吉川邦夫・浦島邦子
構造物保全技術とリスクベ スーメンテナンス（RBM) 木原重光
40 
 2004-7
心の科学としての認知科学 石井加代子
エネルギー・環境分野における日中技術協力動向と今後の展望 ─地球環境問題と
エネルギー安全保障の観点から─ 大平竜也
急速に発展する中国の宇宙開発 辻野照久
41 2004-8
平面ディスプレイ技術の研究開発動向 小松裕司
実大三次元震動破壊実験施設（E- ディフェンス）について 菅沼克敏
科学研究と知的財産の公益性 ─「研究利用における特許権の効力の及ばない範囲
の現況」についてAAASからの寄稿紹介─ 島田純子・亘理誠夫
42 2004-9
二つの合理性と日本のソフトウェア工学 林　　晋・黒川利明
材料データベ スーの課題と将来展望 ─世界で使われる材料データベ スーを目指して─ 八木晃一
43 2004-10
個人に着目した健康増進活動を支援する情報システム 刀川　眞
オゾン層の現状とオゾン層研究 中根英昭
宇宙環境観測・変動監視の研究動向 辻野照久
44 2004-11
周波数共用をめぐる技術と政策の動向 山田　肇・藤井章博
石炭利用・クリ ンー化技術の最新動向と今後の展望 ─クリ ンーコールテクノロジー
に注目して─ 大平竜也
45 2004-12
読み書きのみの学習困難（ディスレキシア）への対応策 石井加代子
光通信技術と産業の動向と今後の進め方への提言 ─シーズとニーズの融合を目指し
て─ 立野公男
米国における大気中微小粒子・ナノ粒子の健康影響に関する研究戦略 ─我が国との
比較─ 新田裕史・浦島邦子
科学技術政策をめぐる米国の科学者たち 浦島邦子
掲載：http://www.nistep.go.jp/achiev/results02.html
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46 2005-1
創薬科学者・技術者の育成と現状 梶本哲也
エレクトロニクスへのナノテクノロジーの応用 ─検討が進むシリコン LSIへの適用例
から─ 小松裕司・小笠原敦
ユビキタス測位における準天頂衛星の有効性 辻野照久
47 2005-2
食物アレルギー研究の動向 島田純子・矢野裕之・水町功子
米国政府の高性能コンピューティングへの取り組み 野村　稔
48 2005-3
LSI設計技術の研究開発動向 ─電子機器の付加価値を支配するシステム LSI開発の
ボトルネック─ 小松裕司・野村　稔
消防防災に関する科学技術動向 ─安心・安全を目指す科学技術の特性と方向性の考
察─ 松原美之・浦島邦子
49 2005-4
米国における数学と生命科学の研究協力促進のための科学技術政策 伊藤裕子
サービス記述と知識処理を行うセマンティックウェブ関連技術 藤井章博
50 2005-5
合成液体燃料開発の現状と今後の展開 ─天然ガスやバイオマスからの液体燃料─ 大平竜也
大学におけるシニア研究者の現状とこれからの役割 ─シニア世代の研究者を有効
利用する─ 浦島邦子・伊藤泰郎
51 2005-6
国際標準を担う人材育成について 黒川利明
各国の宇宙輸送システム開発動向 ─スペ スーシャトル退役がもたらす変化─ 辻野照久
52 2005-7
欧州の情報化社会技術に関する予測調査 藤井章博
デジタルカメラとカメラ付携帯電話の動向 立野公男
東アジアにおける大気汚染物質モニタリングについて ─アジアの環境先進国として
の我が国の展開─ 福島宏和
53 2005-8
テーラーメイド医療の進展の現状 ─国民への情報提供システム整備の重要 
性─ 曽和義広
マグネシウム合金の研究開発動向 ─自動車用構造材料の軽量化の視点から─ 渡井久男
再生可能エネルギーの普及促進策と技術課題 大平竜也
54 2005-9
PC グリッド・コンピューティング ─普及・向上するPC の有効活用による豊富な計
算資源の社会的供給─ 刀川　眞
都市におけるヒートアイランド現象の緩和対策 山本桂香
利用ニーズ主導の統合された地球観測システムの構築 辻野照久
55 2005-10
情報通信分野における特許の活用 ─ライセンスして市場をリードする─ 山田　肇
人道的地雷探知・除去技術と国際貢献への道 佐藤源之
わが国における地震防災の最近の動向 菅沼克敏
56 2005-11
窒素酸化物排出低減用触媒技術の開発動向 小沢　靖・浦島邦子
京都メカニズムにおける原子力技術利用への動き ─京都議定書の将来枠組みでの注
目点─ 大平竜也・持田　勲
57 2005-12
サービス・サイエンスにまつわる国内外の動向 日高一義
LSIの配線設計の課題と設計自動化ツール開発の重要性 野村　稔
58 2006-1
光インターコネクション技術動向 ─「京速計算機システム」への適用を目指し 
て─ 竹内寛爾
無機材料研究におけるマテリアルインフォマティックスの動向 知京豊裕
59 2006-2
我が国における花粉症対策の展望 新田裕史
ナノテクノロジー開発の促進に向けたナノシミュレーション技術の普及 館山佳尚
石油・天然ガス資源の探査・開発・生産に関する技術開発の動向 持田　勲・大平竜也
60 2006-3
中国における技術予測 辻野照久・横尾淑子
人間を理解するための認知ロボティクス 石井加代子
61 2006-4
廃棄物不法投棄による汚染の修復と技術 川本克也・浦島邦子
微小重力利用の研究動向 ─宇宙環境と地上環境での研究の競争と協調─ 辻野照久
62 2006-5
動物実験に関する近年の動向 ─動物愛護管理法の改正・施行を迎えて─ 重茂浩美
一人一人の環境保全行動の実践に向けて ─環境教育の推進と環境モニタリング情
報の活用─ 福島宏和・浦島邦子
63 2006-6
情報通信のエネルギー問題 ─求められる通信インフラの省電力化─ 小笠原敦
ナノテクノロジー分野における各国の特許出願状況 金間大介
AAAS 科学技術政策年次フォーラム報告 浦島邦子
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64 2006-7
日本の医工連携イノベーションの推進 ─ OCTの産学官連携を事例に─ 立野公男
黄砂現象に関する最近の動き─自然現象か人為的影響か古くて新しい問題の解決に向
けて─ 山本桂香
中国の直面する環境・エネルギー問題と日中技術協力の可能性 前田征児
65 2006-8
植物由来プラスチックの研究開発動向 ─自動車用ナノ複合ポリ乳酸の視点から─ 河本　洋
日本の設計組織構造を考慮したCAD の研究開発 塩谷景一
66 2006-9
ITSによる自動車の社会・環境負荷低減に向けて 竹内寛爾・前田征児
摩擦抵抗低減を目指した乱流制御の研究動向 池田一壽
67 2006-10
情報通信技術と「思想」 ─科学技術の能力としての「思想」─ 林　　晋
「EUナノロードマップ」 ─ナノテクノロジー分野における技術ロードマップの課題と
今後の展望─ 金間大介
通信放送衛星システムの利用動向 辻野照久
68 2006-11
クリ ンーコールテクノロジーにおける高温型燃料電池の動向と展望 渡辺隆夫・前田征児
人と環境に配慮した生産システムの研究開発 塩谷景一
69 2006-12
過剰な窒素肥料が及ぼす環境負荷の低減に向けて ─地下水汚染と農作物中の硝
酸塩の低減─ 福島宏和
有形文化財における科学技術の活用 山本桂香
70 2007-1
重要な社会基盤防護に関する米国の研究開発動向 藤井章博
アナログ技術の動向と人材育成の重要性 ─ CMOS 高周波 LSIにみる新時代のアナ
ログ技術を中心に─ 野村　稔
高純度シリコン原料技術の開発動向 ─太陽電池用シリコンの革新的製造プロセス
への期待─ 河本　洋・奥和田久美
71 2007-2
イノベーションをもたらすと期待されるConverging Technologies 推進の政策動向 伊藤裕子
理工医学系電子ジャーナルの動向 ─研究情報収集環境と事業の変革─ 林　和弘
72 2007-3
再生医療を中心とした生体材料研究の現状 菊池正紀・金間大介
海底活用のための探査技術 ─大陸棚確定調査への貢献─ 辻野照久
73 2007-4
組織を超えたコミュニケーションのためのオントロジー技術 黒川利明
安全安心な社会構築に忘れてはならない雷害リスク対策 浦島邦子
74 2007-5
日本のナノテク競争力分析 ー懸念される競争力低下とナノシステム化への挑戦ー 金間大介・近藤章夫
道路構造物のストックマネジメントのための技術動向 池田一壽
75 2007-6
エネルギー資源作物とバイオ燃料変換技術の研究開発動向 前田征児
AAAS 科学技術政策フォーラム報告 光盛史郎
76 2007-7
固体酸化物形燃料電池材料の研究開発動向 ─鍵となる電解質の研究開発の視点か
ら─ 河本　洋
製造業の強さを支えるものづくり計測の研究開発のあり方 塩谷景一
77 2007-8
今後求められる臨床研究者像と大学院における人材育成の試み 伊藤裕子
ユビキタスネット社会のコンテキストアウェアネス技術研究の動向と課題 藤井章博
78 2007-9
ITを基盤としたインドの産業発展と知識型社会を目指した人材育成の動き 竹内寛爾・野村　稔
海外における深海有人潜水船の開発動向と我が国の進むべき道 工藤君明
消防防災に関する科学技術動向 ─消防防災領域でのイノベーションを目指して─ 松原美之・浦島邦子
79 2007-10
欧州におけるペタスケールコンピューティングの動向 野村　稔
希少金属資源に関する我が国の採るべき方策 河本　洋
80 2007-11
身近にある水の現状と課題 浦島邦子
アジアにおける防災衛星システムの構築と国際協力の推進 清水貴史
81 2007-12
循環型社会に求められる廃棄物の再生資源化技術 川本克也
災害リスクガバナンスに基づく防災研究の新たな課題 長坂俊成
82 2008-1
地球変動予測を意識した 21世紀の海洋観測 滝沢隆俊
高効率を目指す太陽電池セルの研究開発動向 金間大介・河本　洋
83 2008-2
ニュートラスーティカルに関する研究動向 鷲見芳彦
防災・減災のための情報通信システムの相互運用 臼田裕一郎
84 2008-3
地球温暖化問題に対するサスティナビリティサイエンスの研究動向 ─ IPCC 第四次
評価報告書に対する日本の貢献度から見た課題─ 前田征児・日引　聡
ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組み 竹村誠洋
掲載：http://www.nistep.go.jp/achiev/results02.html
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85 2008-4
ソフトウェア・テストの技術動向と課題 黒川利明・品川萬里
米国商務省のイノベーション計測に向けたイニシアティブ 渡辺康正
86 2008-5
持続可能な交通システムへのモーダルシフト ─都市における路面交通システム
（LRT、BRT、バス）の方向性─ 藤本博也
海洋管理時代の幕開けと海洋科学技術 工藤君明
87 2008-6
広義の脳科学 石井加代子
AAAS 科学技術政策年次フォーラム報告 横尾淑子
88 2008-7
ノロウイルスによる食中毒・感染症 ─我が国における発生状況とその対策について─ 重茂浩美
日本の危機としてのIT人材問題 林　　晋・黒川利明
89 2008-8
言葉の壁を越える音声翻訳技術 中村　哲
月・惑星探査における我が国の宇宙開発能力 清水貴史
90 2008-9
温室効果ガス削減に貢献する電力技術 浦島邦子・戸澗敏孔
排熱回収用高効率熱電変換材料の研究開発動向 河本　洋
91 2008-10
ロジスティクス高度化へのオペレーションズ・リサーチの役割 高井英造
地震予知研究の動向と問題点 松村正三
92 2008-11
新しい情報ネットワーク基盤の商用化と研究開発の動向 藤井章博・山田　肇
真のバルクGaN 単結晶の必要性と研究開発動向 皿山正二
93 2008-12
テレビ帯における周波数共用技術の進展 山田　肇
住宅の省エネルギー化に貢献する高断熱技術 藤本博也
94 2009-1
省エネルギーに寄与する照明の効率化技術 武井義久
火山噴火予知研究の現状と今後の課題 藤田英輔
95 2009-2
素材産業が担うリサイクルの現状とその制約要因 竹内正雄
ナノ多孔質セラミックス分離膜の研究開発動向 ─化学合成プロセスへの応用にお
ける省エネルギー化─ 岩本雄二・河本　洋
局地的な降雨観測・予測技術の動向 白石栄一
96 2009-3
iPS 細胞に関する研究動向と課題 鷲見芳彦
子どもの健康と環境に関する世界の研究動向 新田裕史
97 2009-4
我が国の国際産業競争力を支える人材の育成 ─基幹産業としての鉄鋼業を例とす
る人材育成モデル─ 千田　晋
航空科学技術に係る日米欧の研究開発動向 清水貴史
98 2009-5
鉄鋼業の温暖化対策とセクトラル・アプローチ 小島　彰
山地から河川、海域にわたる流砂系問題に対する実証的研究の推進 井上素行
99 2009-6
生体の遺伝子発現制御機構であるエピジェネティクス研究の最近の動向 伊藤裕子
電磁気学における混乱とＣＰＴ対称性の意義 ─対称性に結びつく単位系─ 市口恒雄
100 2009-7
電子ジャーナルをめぐる最近の動向 林　和弘
AAAS 科学技術政策年次フォーラム（2009）報告 平野章生
「科学技術動向」日本語版および英語版（季刊）（2009 年 7月現在）
■印刷物発送数
　●日本語版：2110 部　●英語版：220 部
■メールマガジン配信
　（主として科学技術専門家ネットワークの専門調査員の方）
　●日本語版のみ：2155 名
科学技術政策研究所のホームページでも公開
掲載：http://www.nistep.go.jp/achiev/results02.html
33Science & Technology Trends   July  2009
科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年 1 月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術
分野の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 2001 年 1 月より新たに「科学
技術動向研究センター」を設立いたしました。当センターでは、「科学技術基本計画」の
策定に資する最新の科学技術動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研究
に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供しております。
　センターの具体的な活動は以下の 3 つです。
適宜 （2009 年 6月1日現在）
ライフサイエンスユニット
情報通信ユニット
環境・エネルギーユニット
ナノテクノロジー・材料ユニット
推進分野ユニット ものづくり技術、社会基盤、フロンティアの3分野
総括ユニット
 　　　「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　我が国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より国内外の学術会合、
学術雑誌などで発表される研究成果、
注目すべき動向や今後の科学技術の
方向性等に関する意見等を広く収集い
たします。
　これらの情報に、センターが独自
に行う調査・研究の結果を加え、毎
月 1 回、「科学技術動向」としてま 
とめ、総合科学技術会議、文部科学
省を始めとした科学技術関係機関等
に配布しています。なお、この資料は
http://www.nistep.go.jp に お い て
も公開しています。
　　  重要科学技術分野・領域の
　　  動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題等を明
確にすることを目的とし、重要な科
学技術分野・領域に関するキーテク
ノロジー等を調査・分析します。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を欧米先進国
と比較し、我が国の科学技術がどの
ような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。
　　  技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期的
将来動向を総合的に把握するため、
デルファイ法を中心とする科学技術
予測調査をほぼ 5 年ごとに実施して
います。2005 年には 2 年間にわたっ
た「科学技術の中長期的発展に係る
俯瞰的予測調査」を報告しました。
科学技術動向研究センターとは

